
第34回 労働政策審議会障害者雇用分科会 議事次第  

1 日時  

平成21年1月28日（水） 17：00～19：00  

2 場所  

省議室（9F）  

3 議題   

（1）障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律について   

（2）法改正に伴う政省令等の主な改正事項について   

（3）障害者雇用対策基本方針の骨子案について   

（4）その他  

4 資料  

1－1 障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（概要）  

1－2 国会における審議経過等について  

1－3 法改正に伴う政省令等の主な改正事項について   

2 障害者雇用対策基本方針（骨子案）  

参考資料  

1 平成20年障害者雇用状況報告  

2 平成21年度障害者雇用施策関係予算案の主要事項  

3 平成20年度補正予算関係   



1中小企業における障害者雇用の促進   

（D障害者雇用納付金制度の適用対象の範囲拡大   
障害者雇用納付金制度（納付金の徴収・調整金の支給）が適用される   

対象範囲を常用雇用労働者101人以上の中小企業に拡大   

（一定期間は、常用雇用労働者201人以上の中小企業まで拡大）  

※ 現行は経過措置により301人以上の事業主のみ  

②雇用率の算定の特例   

中小企業が、事業協同組合等を活用して、共同で障害者を雇用する   

仕組みを創設  

※ 事業協同組合等が、共同事業として障害者を雇用した場合に、  

当該組合等と組合員企業とをまとめて雇用率を算定   

※併せて、中小企業に対する支援策を充実、経過措置として   

負担軽減措置を実施  

彪邸の身彦な屠屠の場で諺る  

中小企業での摩害者雇用が  

庇下傍荷 船芳でば膚如頗動  

※ 実雇用率は、100人～299人規模の  

企業が最も低い状況  

2 短暗闇労働に対応した雇用率制度の見直し   

障害者の雇用義務の基礎となる労働者及び雇用障害者に、   
短時間労働者（週20H以上30日未満）を追加  

3 その他   

特例子会社（※）がない場合であっても、企業グループ全体で  
雇用率を算定するグループ適用制度の創設   

※ 障害者の雇用に特別の配慮をした子会社   



資料1－2  

障害者雇用促進法改正法の一部改正法実の  

国会における審議状況等について   

1 衆議院における審議状況等  

（り 審議状況  

（本会議質疑）5月29日【第169回】  

（委員会質疑）6月4日【第169回】、12月10日【第170回】  

（参考人質疑）12月9日【第170回】  

6月19日の厚生労働委員会において、法案を継続審議とされた。  

12月10日の厚生労働委員会において、全会一致で法案が可決され、附帯  

決議がなされた。  

12月11日の本会議において可決され、参議院に送付された。   

（2）附帯決議（別紙）  

精神障害者を雇用義務の対象に加えることについて、可能な限り早期に検討  

を行うこととし、その際には、障害者手帳のない発達障害者や難病等のある者  

の取扱いについても検討を行うこと等、11項目の附帯決議がなされた。   

2 参議院における審議状況   

（委員会質疑）12月18日【第170回】   

・ 同日の厚生労働委員会において、全会一致で法案が可決された。  

12月19日の本会議において可決され、成立した。   
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資料1－3  

障害者雇用促進法改正に伴う政省令等の主な改正事項  

1．．．．企業グループ特例、事業協同組合等算定特例等（平成21年4月1日施行）  

○ 企業グル←プ算定特例における関係子会社が雇用すべき身体障害者又は知的障害   

者である労働者の数【告示】   

○ 事業協同組合等算定特例における事業協同組合等が雇用すべき身体障害者又は知   

的障害者である労働者の数及び労働者総数に対する割合【告示】   

○ 事業協同組合等算定特例における特定事業主が雇用すべき身体障害者又は知的障   

害者である労働者の数【告示】   

○ 事業協同組合等算定特例の対象となる組合【省令】   

○ 企業グループ算定特例及び事業協同組合等算定特例の認定等の権限【省令】   

○ 障害者雇用調整金の分割支給の手続【省令】  

乙．短時間労働者の雇用率カウント（平成21年4月1日施行）  

○ 雇用率制度の適f削こあたり、身体障害者又は知的障害者である短時間労働者等を   

0．5人分と算定すること【省令】  

3．障害者雇用納付金制度の適界拡大  

○ 新たに障害者雇用納付金制度の適用対象となる事業主に係る、施行後5年間の障害   

者雇用納付金及び障害者雇用調整金の金額【省令】  

雇用労働者数が201人以上の事業主：平成22年7月1日施行  

雇用労働者数が101人以上の事業主：平成27年4月1日施行   



し資料2＿」  

障害者雇用対策基本方針 骨子（案）  

はじめに  

1 方針のねらい   

【現状】   

・働（社会的責任）意識の高まりや、障害  

者自立支援法鱒昨  

数は4．6万人となる等、嘲展   

∵即こ増加。  

「障害者基本計画」「重点施策実施五か年計画」に沿った対策の推進   

・実雇辟勘卿こあり、  

特に中小企業咽雇用環境は依然として厳しい。   

【今後の施策の方向性】   

・雇用率制度による指導を推進するとともに、帥適用  

対象拡大の着実な寒極等により、障害者の職場を鱒大   

・精神障害者について雇用義務の対象とするための環境が早春断層  

堕進   

・厳しい経済情勢にかんがみ、職場定着支援や生暗面も含めた支援等により雇用の継続・安  

定を図るとと－いこ、障害の種類及び程度に応じたきめ細かな対策を総合的かつ計画的・段階  
的に推進   

・雇用部門と福祉部門等関係機関の密接な連携」教育・福祉も含め埠域で就労支援を担う人  

材の育成等により、鱒二「福祉から雇用」への移行を推準   

・人権の擁護の観点を含めた障害の特性等に関する正しい理解の促進  

さらに、  障害者権利条約の批准に向けて、  障害を理由とする差別の禁止、職場における「合  

理的酉岬の虐待的行為の防  

止を図る。  

2 方針の運営期間   

平成21年度から平成24  年度までの4年間  

第1 障害者の就業の動向に関する事項  

1 障害者人口の動向  

障害者数の増加   

・重度化・高齢化の進展  

2 障害者の就業の動向  

（1）障害者の就業状況   

・就業者数は増加、就業率は低下  

（2）障害者の雇用状況  

実雇用率ほ近年徐々に増加し、法定雇用率未達成企業も減少  

中小企業の障害者雇用の改善は進んでし  

厳しい経済状況の中で、障害者の解雇者が増加   



第2 職業リハビリテーションの措置の総合的かつ効果的な実施を図るため講じようとする施策の   

基本となるべき事項   

嘩筆者卿   

教育、御しながら、障害の種類及び程度に応じた職業リハビリテーション   

の捨置を総合的かつ効果的に実施していくことが重要  

1障害の種類及び程度に応じたきめ細やかな措置の開発、推進   

・職業指導、職業訓練、職業紹介、就職後の助言指導等各段階ごとにきめ細かく各種の措置  

を実施   

・障害者職業総合センターにおいて、発達障害卜難病、高次脳機能障害等、障害の多様化へ  

の対応を含め、障害の種類及び程度に応じた職業リハビリテーションの措置の開発に努める。  

きめ細かな支援が必要な障害者に対する職業リハビリテーションの推進   

チーム支援の推準等、関係機関が連携した職業リハビリテーションの一層の拡充   

職場適応援助者（ジョブコーチ）の活用による就職・職場定着の促進   

障害者就業卿郁柵ゆ充実等により、継続的支援  

を必要とする障害者の就職・職場定着の推進  

3 職業能力開発の推進  

・一般の公共職業能力開発施設における障害者の受入れの一層の促進  

・障害者職業能力開発校における、（校者の障害の重度化・垂連出に配慮した訓練の推進  

・民間の教育訓練機関や社会福祉法人、NPO、事業主等を活用した委託訓練の幅広い実施  

4 実施体制の整備  

・実施機関における職業リハビリテーションの措置の充実  

・ネットワークの形成等を通じた教育、福祉及び医療機関との連携の強化  

・障害者就業・生活支援センターの全障害保健福祉圏域へ御こ   

応欄充実  

・特別支援学校卒業生の就業に向けた、個別支援計画策定における雇用、福祉関係機関と教   

育機関との連携・協力  

5 専門的知識を有する人材の育成  

・職業リハビリテーションに従事する人材の養成と資質向上を一層積極的かつ着実に推進  

・障害者職業生活相談員等の資質の向上  

6 進展するITの積極的活用  

第3 事業主が行うべき雇用管理に関して指針となるべき事項  

事業主は以卜の点を考慮しつつ適正な雇用管理を行うこと。  

1 基本的な留意事項   

（1）採用及び配置  

障害の種類及び程度を勘案した職域の開発による積極的な採用  

・職場環境の改善を図りつつ、個々人の適性と能力を考慮した配置  

点字や拡大文字の活用等、  採用試験における配慮  

（2）教育訓練の実施  

・雇入れ時における十分な教育訓練時間の確保  
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・障害者職業能力開発校等で実施される在職者訓練等の活用  

（3）処遇  

・個々人の適性や希望も勘案した、能力に応じた適正な処遇  

牒こ閲し、事業   

主の都合によ御防止  

（4）安全・健康の確保  

・障害の種類及び程度に応じた安全管理や陸康管理の実施等  

（5）職場定着の推進  

・障害者雇用推進者、障害者職業生活相談員の適正な選任  

・ジョブコーチの活用や障害者が働いている職場内におけるチームの設置等による職場定   

着の推進  

（6）障害及び障害者についての理解の促進  

・職場内の意識啓発を通じ、障害及び障害者についての理解の促進  

（7）障害者の人権の擁護  

・障害者雇用連絡会議、紛争調整委員会のあっせん等の活用  

・障害者？の虐待的行為の防止及び従業員に対する啓発等  

2 障害の種類別の配慮事項  

（1）身体障害者  

視覚障害、聴覚障害、肢体不自由、内部障害等、障害の種類及び程度が多岐にわたること   

等を踏まえ、以下の事項に配慮   

・障害の種類及び程度に合わせた職場環境の改善   

・補駄加減鼎こついて、身体障害考補助大法の改正を踏キえた適切な対応   

・重度身体障害者について、職務の設計、職場における援助体制の整備等   

・ 中途障害者の円滑な職場復帰のために職業リハビリテーションや職場の条件整備を計画  

的に推進  

（2）知的障害者  

複雑な作業内容の理解、意思表季が困難な場合があること等を踏まえ、以下の事項に配凰   

・作業工程の単純化等による織域開発、作業設備の操作方法等の簡易化   
・・分かりやすい言葉づかい、情報の伝達  

日常的な相談による心身の状態の把握、家族との連絡体制の確立   

・重度知的障害者について、必要な指導・援助を行う者の配置  

（3）精神障害者  

臨機応変の判断や新しい環境への適応が苦手、疲れやすい、作業効率に波がある等の特徴  

が指摘されているものの、障害の程度・職業能力の個人差が大きいことを踏まえ、以下の事  

項に配慮   

・本人の状況を踏まえた根気強く分かりやすい指導、時間をかけた職務内容や配置の決定   

・職務の難度や勤務時間を段階的に引き上げる等、勤務の弾力化  

日常的な心身の状態の確認、職場の人間関係の維持、通院・服薬の便宜等   

・ 必要な指導・援助を行う者の配置、ジョブコーチの活用等   

・採用後に精神疾患を有するに至った者について、地域障害者職業センター等の活用、医  
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療機関等との連携を図りつつ、円滑な職場復帰を図る。   

（4）その他障害者  

発達障害、難病等の慢性疾患、高次脳機能障害等により長期にわたり職業生活に相当の制  

限を受けている者等について、同僚等の理解の促進、職場の人間関係の維持、必要な指導・  

援助を行う者嘩置や障害状況に応じた職務設計、勤務条件の配慮等   

第4 障害者の雇用の促進及びその職業の安定を図るため講じようとする施策の基本となるべき事   

項  

ノーマライゼーションの理念に沿って、障害者が可能な限り一般雇用に就くことができるよう   

にすることを基本とし、精神障害者に重点を置きつつ、障害の種類及び程度に応じたきめ細かな   

対応を総合的に講ずるとともに、厳しい雇用失業情勢にかんがみ、中小企業における雇用の促進、   

雇用の継陳や職場定着を図るなど、以下に重点を置いた施策の展開  

1障害者雇用率制度の達成指導の強化   

・障害者雇用率の達成に向けて、企業名の公表を含め、強力に指導を実施   
・特例子会社制度や事業協同組合等算定特例・企業グノ㌣－プ算定特例の周知・活用の促進   

・除外率制度の段階的縮小   

2 事業主に対する援助・指導の充実等   

・好事例収集やノウハウ提供等による事業主の取組の促進   

・牒噂大  

量促進   

・トライアル雇用奨励金、ファーストステップ雇用奨励金等を活用した、雇用経験のない事  

業主における障害者雇用の促進   

・納付金制度の適用拡大に伴い、豚よる障害  

者雇用の促進  

雇用の継続のため、職場適応指導、きめ細かな相談・援助、各種助成措置の実施等  

納付金制度の適切な運用による事業主間の経済的負担の調整等。特に、平成20年法改正に  
おける納付金制度の適用拡大に当たり、十分な周知及び徴収漏れの生じない適切な運用  

・調整金、報奨金及び助成金の支給手続の簡素化  

3 障害者の雇用の維持、解雇の防止と再就織対策の強化  
・在職中からの相談・援助等による雇用支援の強化  

・官公需における障害者雇用率達成状況への効果的な配慮方法について検討  

4 重度障害者の雇用・就労の確保  

・重度障害者多数雇用事業所及び特例子会社の設置の促進、第3セクター方式による重度障   

害者の雇用の確保  

・一一般雇用に就くために特に支援が必要な場合iこ、ジョブコーチの活用等、福祉機関等との   

連携による雇用支援体制の整備等  

5 精神障害者の雇用対策の推進  

・雇用義務対象の追加に向けた環境整備を図るため、精神障害者ステップアップ雇用奨励金  

の活用等による段階的な勤務時間の引上げなどの適切な雇用管理の実施による職場定着の促  
進を含め、障害者就業・生活支援センター、ジョブコーチ、  

各種助成措置等を活用した精神   

障害者の雇用の促進・継続を支援  
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・好事例の収集、提供等による事業主の理解め促進  

・採用後に精神疾患を有するに至った者に対する職場復帰支援等の推進  6牒対する支援  
・牒吟  

促進・安定のための取組を実施  

・牒促準  

ユ 多様な雇用・就労形態の促進  

・在宅就労等の普及に向けた支援・環境整備  

・在宅就業におけるITの活用、支援機関の育成等  

や 適切な雇用管理の確保等  

・牒、ら、障害者極   

印条約坤し各種助成金も清用しながら、きめ細   

かな雇卿  

・牒油蝉ゆ闘割こついて迅速・拍掛こ対応できるよう、障害者雇用連   

絡協議会の開催、公共職業安定所割こよる迅速な問題の把握及び対応  

旦 関係機関との連携箋   

∵㈲の移行   

を図るため、「チ「ム貢援」．の推進、嘩域において就労支援を担う人材の寄掛   

福祉関係機関との連携を強化  

週 障害者雇用に関する啓発、広報  

・事業主、障害者、教育・医療・福祉関係者を含む国民一般を対象とした啓発・広報の推進   

∵障害者雇用漸進  

坦 研究開発等の推進  

・障害の種類及び程度ごとの障害特性、職業能力の評価、職域拡大、雇用開発等に係る専門  

的研究を計画的に推進  

・発達障害や難病等の慢性疾患を含めた障害・疾患等について雇用管理に関する情報の収集・  

蓄積  

堂 国際交流、旦脚珂応等   
牒嘩期批准に向けて、障害者団体等の関係者の意見を聴いて、労働・雇用  

面での障害を理由  とする差別の禁止、「合理的配慮」の提供等について、国内法制の整備に向   

けた検討を実施   

アジア太平洋障害者の十年最終年会議で採択されたびわこフレームワークに基づく施策の  

推進  
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公的機関、民間企業の障害者雇用は着実に進展  
（平成20年6月1日現在の障害者の雇用状況について）   

障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「法」という。）は、1人以上の身体障害  

者又は知的障害者を雇用することを義務づけている事業主等から、毎年6月1日現在に  

おける身体障害者、．知的障害者及び精神障害者（以下「障害者j という。）の雇用状況  

について報告を求めている。   

厚生労働省では、．今般、平成20年6月1日現在における同報告を集計し、その結果を  

とりまとめた。  

◎ ポイント   

【公的機関】  

○ 国の機関では、全ての機関で法定雇用率を達成  

0 都道府県の機関では、知事部局は全ての機関で法定雇用率を達成しているが、  

知事部局以外の機関は7＿1％の機関が法定雇用率を未達成  

0 市町村の機関では16＿1％の機関が法定雇用率を未達成   

（〕 また、都道府県教育委員会のうち法定雇用率を達成しているのは、47機関中  

4機関（法定雇用率達成機関割合は8＿5％）  

【民間企業（56人以上規模）】  

0 全体の実雇用率は1＿59％（対前年比で0．04ポイント上昇）  

つ 法定雇用率を達成している企業の割合は44．9（‰（対前年比で1．1ポイント上   

里）  

し〕ただし、企業規模別で見ると中小企業の実雇用率は引き続き低い水準  

特に100′へ、ノ299人規模の企業においては、実雇用率l．33？もと最も低い水準  

ニのような状況を踏まえ、厚生労働省としては、  

・ 公的機関は民間にヰ三先垂範t／て法定雇用率を達成する立場にあることから、未   

達成の機関に対し、労働′rJi妄′1享′ト〔，概聞のトソプに対して呼び出し′ミ引こし1二る指導   

キ徹底  

代問宜二業に一）い1てい、⊥さ山取組≠潮．に応↓た雇用率達成指導（10ペーージ参照）を   

厳il三に実施   



【結果の概要】  

1 国、地方公共団体における在職状況  

（り 国の機関  

国の機関（法定雇用率2．1％）に在職している障害者の数は6，548．0人であり、実   

雇用率は2．18％と前年に比べ0．01ポイント上昇している（国の機関は全て達成）。  

〔総括表2（1）、詳細表2◆（1）、4（1）〕   

（2）都道府県の機関  

都道府県の機関（法定雇用率2．1％）に在職している障害者の数は7，968．5人であ   

り、実雇用率は2．44％と前年に比べ0．02ポイント上昇している（知事部局は全て達   

成、知事部局以外は113機関中105機関が達成）。  

〔総括表2（2）、詳細表2（2）、4（2）・（3）〕   

（3）市町村の機関  

市町村の機関（法定雇用率2．1％）に在職している障害者の数は22，397．0人であ   

り、実雇用率は2．33％と前年に比べ0＿05ポイント上昇している（市町村の機関は   

2，512機関中2，107機関が達成）。  

〔総括表2（3）、詳細表2（3）〕   

（4）都道府県等の教育委員会  

2．0％の法定雇用率が適用される都道府県等の教育委員会に在職している障害者   

の数は10，459．0人であり、実雇用率は1．62％と前年に比べ0．07ポイント上昇してい   

る（都道府県教育委員会は47機関中4機関が達成、市町村教育委員会は94機関中74   

機関が達成）。  

〔総括表2（4）、詳細表2（4）、4（4）〕  

l   

2 独立行政法人等における雇用状況   

独立行政法人等（法定雇用率2．1％）に雇用されている障害者の数は4，999．5人であ  

り、実雇用率は2．05％と前年に比べ0．08ポイント上昇している（独立行政法人等は  

248法人中181法人が達成）。   

このうち国立大学法人等に雇用されている障害者の数は1，945．0人であり、実雇用  

率は1．89％と前年に比べ0．14ポイント上昇しているものの、独立行政法人等全体の実  

雇用率2．05％を大きく下回っている（国立大学法人等は90法人中58法人が達成）。   

〔総括表3、詳細表3、4（5）う  

星」雨櫨Tに  おける雇用状況  

○ 雇用されている障害者の数、実雇用率   

民間企業（56人以上規模の企業；法定雇用率1＿8％）に雇用されている障害者の   

数は325，603．0人で、前年より7．6％（約2万3千人）増加した。  



このうち、身体障害者は266，043人、知的障害者は53，563人、精神障害者は   
5，997．b人であった。   

実雇用率は1．59％（前年は1．55％） 

は43．8％）であった。  

〔総括表1、グラフ（1）、詳細表1（1）・（4）〕   

0 企業規模別の状況   

企業規模別にみると、雇用されている障害者の数は、すべての企業規模で前年よ   

り増加した。   

実雇用率は、民間企業全体の実雇用率（1．59％）と比較すると、   

＊1，000人以上規模企業（1．78％）、500～999人規模企業（1．’59％）については上回  

った。   

＊ ヲ00～499人規模企業（1－54％）、56～99人規模企業（1・42％）、100～299人規模企   

業（1．33％）については下回った。   
なお、法定雇用率達成企業の割合は、すべての規模の企業で前年より上昇した。  

〔グラフ（2）・（3）、詳細表1（2）〕   

0 産業別の状況  

産業別にみると、雇用されている障害者の数は、電気・ガス・熱供給・水道業以   

外のすべての業種で増加した。  

実雇用率は、民間企業全体の実雇用率（1．59％）と比較すると、   

＊ 農、林、漁業（1．87％）、製造業（1．75％）、電気・ガス・熱供給・水道業   

（1．88％）、運輸業（1．75％）、医療・福祉（1．94％）は上回った。   

＊ 上記以外の業種では下回った。  

〔グラフ（4）・（5）、詳細表1（3）〕   

○ 法定雇用率未達成企業の状況  

法定雇用率未達成企業のうち、不足数が0．5人又は1人である企業（1人不足企   

業）が、61．6％と過半数を占めている。  

また、障害者を1人も雇用していない企業（0人雇用企業）が、法定雇用率未達   

成企業の62．9％とな／）ている。  

〔詳細表1（5）〕   

○ 特例子会社の状況  

平成20年6月1日現在で特例子会社の認定を受けている企業は、242祉となって   

おり、ニれら（7）特例子会社に雇用されている障害者の数は、11，96（）．5人であった。  

二のうち、身体障害音は7，107人、知的障害者はj，612人、精神障害者は24l．5人   

であった。、  

し詳細表1（7）′l  
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平成20年6月1日現在における障害者の雇用状況（総括表）  

1民間企業における雇用状況（法定雇用率1．8％）  

①法定雇用障害者数の 算定の基礎となる労働者数  ②障害者の数  ③実雇用率    山 ㊨法定雇用率達成企業の数  （9達成割合   

20，499．012人  1．59％  44．9％  

民間企業  

（19，504，649人）   

2 国、地方公共団体における在取状況  

（1）国の機関（法定雇用率2．1％）  

①法定雇用障害者数の 算定の基礎となる職員数  ② 障害者の数   
③実雇用率  （彰 法定雇用率達成機関の数  ⑤達成割合   

299，851人  6，548．0人  2．18▼％  38／38  100．Ol  

計  

（ 301，926人）   （6，542．0人）   （2●17％）   （ 39／ 39）   （100．0％）   

272，626人  5，929．0人  2．17％  2／29  100．0ち  

行政機関  

（ 274，818人）   （5，925．0人）   （2．16％）   30／ 30）   （100．0％）   

3，256人  70．0人  2．15も  5／ 5  100．0％  

立法機関  

（ 3，302人）    （ 72．0人）   （2．18％）   （ 5／ 5）   （100．0％）   

23，969人  549．0人  2．29％  4／ 4  100．0％  

司法機関  

（ 23，806人）   （ 545．0人）   （2．29％）   （ 4／ 4）   （100．0％）   

（2）都道府県の機関（法定雇用率2．1％）  

①法定雇用障害者数の 算定の基礎となる職員数  ② 障害者の数   ③ 実雇用率  ④ 法定雇用率達成機関の数  （9 達成割合   

326．448人  了，968．5人  2．44％  152／160  95．0％  

計  

（ 334，373人）   （8，094．0人）   ぎ（2．∠12％）   ∃（151／163）   （92．6％）   
267，644人  6，555．5人  】100，0％  

排道府県  
知事部局  

（ 275，651人）   （6，710．0人）  ） ）    （100．0％）   

58，804人  105′／ 
t  

1，413．0人  
その他の  

邪道府県  
【  113     ⊆92・＝  

随関  
（ 5日，722人．）   （1，38▲1．0人）   

4
 
 
 



（3）市町村の機関（法定雇用率2．1％）  

①法定雇用障害者数の 算定の基礎となる職員数   ② 障害者の数  （診 実雇用率  ④法定雇用率達成機関の数  ⑤達成割合   

962，319人  2．33㌔  83．9l  

市町村の機関  

（ 968，172人）   

（4）法定雇用率2．0％が適用される都道府県等の教育委員会（法定雇用率2．0％）  

①法定雇用障害者数の  
② 障害者の数  （卦 実雇用率  ④法定雇用率達成機関の数  ⑤達成割合   

算定の基礎となる職員数  

645．933人  1．62％  78／141  55．3l  

計  

（ 648，285人）   

553．373人  8．767．0人  1．58％  4／47  8．5l  

都道府県  
教育委員会  

2／47）   （4．3％）  

92．560人  1，692．0人  1．83％  了4／94  78．7l  市町村 教育委員会   （556，492人）  （91，793人）   （8，388．0人）   （1．51％）   （        （1，651．0人）   （1．80％）   （76／97）   （78．4≠）   
3 独立行政法人等における雇用状況（法定雇用率2．1％）  

（彰法定雇用障害者数の 算定の基礎となる労働者数   ② 障害者の数  （劃 実雇用率  ④ 法定雇用率達成法人の数  ⑤ 達成割合   

243，297人  4，999．5人  2．05％  181／248  73．Ol  

計  

（ ‘i54，409人）   （8，930．5人）   （1．97％）   （150／247）   （60．7％）   

120，365人  2．722＿5人  2，26％  
独立行政法人  

84／100  84．Ol  

等（国立大学  

法人等を除く）  

（ 338，157人）   l（6†899・0人）   （2．04％）   巨75／103）   （72．8％）   

103．1了3人  1．89％  64．4％  

国立大学法人等  

（ 99，591人）   

19．759人  
332．0人  39′／58  67．2％  

地方独立行政  
法人等  

（ 16，661人）   L（ 285」）．人）   

ナi 1 Ⅰ及び3の各条仰1瀾げ）「法定雇用障害者数の算定Cr）基礎となる労働音救」とは、常開労働者総数から除外ヰ柵  
汁数（身林間害者及び知的障害者が就業することが困難であると認め有れる職種が相当の割合を占める業種につい  
〔プFめ〔ノ才し7ニキヰl粋じr得た数）を除いた労働者数て1ある〔）  

1Lリ各針り′二享牒ノ）「法定雇用障害者敷♂）算定し「ノ基礎となる職員数」とu、職員総数から挨列職員数及び除外率相  

斗租H虻（川I除外職〔iが租員総数に占粟）る割合ろ－几に設定した除外室与・来して得た寮り ろ′除いた職員数てあるし〉  

：う  名二～√しノrJノニゴ欄しr′【時吉占し′′敢卜し′iしし 卑仏障害者、知的障筈苗尤び瀾神職害者い云t ∴hり、無〃iて‡問労働者り月甘虻  
l空身肘：毒害占I女り∵嵐埠知的障喜老ぃ1十（こ（．1法律」∴lノ、ろ′2ノ、に相当」1）い▼りlこん∴′′L力ーンントネ′iTい、昂  

ト‡哺阜諸こ（i・，く，吋l‡Fm’こノう’働裾∵  二；1江津l、1人左〔）㍉／、こ一拍1ト！モノfゝ（りrll〔）hカー）シ ー ▲し㌻いごL  

▲l ／トj1好一fjヰ：！けノ．，が】郎Iト十れぞ）機問十＝、都牒刊甥L′J敢百方声三∴Iいト 音ごJr－市町十巨一号婿i、告昌ごこ亡友）る。  

5  （ノトー引′し ヾ‡′成川牛6ノり1【」現在い敬値ここある  
ノL＝∴精神撞吾署＝平成＝巧㍉1Jjl甘から字涌汗針打に算定てJ＝∴二十十左／′オー   

（i F純÷ii路／ノこ㌧二号」．Ⅰ（．し障害舌〔′）雇耶し′）促ポ勘二F￥1（†ぞ）法律施行■f∫・別表第2url第lヒリイ，笥（i；∴卜∴†他力独＼▲Jわ政  
√J．I、雪り土工トけ沃」寿都2しり第丁‡】′1▲r｝窮H；∴t二てこし：′）Jノニ†、キ指ヰ．  
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民間企業における障害者の雇用状況（グラフ）  

1   

（1）実雇用率と雇用されている障害者の数の推移   

＜障害者の数（千人）＞  ＜実雇用率（％）＞  

m精神障害者   

Eヨ知的障害者  

⊂＝コ身体障害者  

－1一美雇用率   

9  10  11   12   13  14   15  16  17   18  19    20  

＜法定雇用率＞  

平成10年7月  

－＝－1．6％→ト  ・－  1．㈹－mⅦ一  

注1：雇用義務のある企業（56人以上規模の企業）についての集計である。   

2：「障害者の数j とは、次に掲げる者の合計数である。  

平成ユ7年度まで  

〔  

〔  

身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）  
知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）  
重度身体障害者である短時間労働者  
重度知的障害者である短時間労働者   

身休障害者（重度身体障害者はダブルカウント）  
知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）  
重度身体障害者である短時間労働者  
重度知的障害者である短時間労働者  
精神障害者  
精神障害者である短時間労働者  
（精神障害者である短時間労働者は0．5人でカウント）  

平成18年度以降  

3：障害別に四捨五入左・している関保から、障害Blj内訳と合計値は必寸ごしし致し／ないr  



（％）（3）企業規模別達成企業割合  ：）企業規模軋実層軍事  各年6月1日現在   
各年8月1日現在  

‾…‾‾‾…‥‾▼▼ 

1  

、r56～99人）  

／／   全休  
ー」  

＼ぺ 
‥500～999人ノ／→－ ＝・、．、r  

′300～49g人：  

100→Z99人）  

▲ 十一‾」‾－】’■■】）】t‾【 
羊屯  T斗▼▼  



（4）産業別実雇用望  （5）産業別達成企業割合  

（％）  各年牒月1月現在  
各年6月1日現在  

I  

－「▲一 一 一 一 一J  

1，錮  

′  

‾‾「8す  

一・ノ  
_.C 1，－，＿【＿ ＿ ＿ ▼ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿   

＼ 
＼  定則■祉／／／  

＼ ／／■／  

＼ －、、－－∴二。ごノニニ1顛二牧・撃寧鱒二7提琴        ＼  
／  1．75  

t気・ガス・熱供縮・水道業  

′●一  

CO  

注（4）の⑪と間じ．   住l γラ∵作欄上、号働音数が10「F人lこ≠たぃ、1、練、瀧篭及び紅響け隕いている．   
ニ T砿1さ年上り竜篭分ぜが蛋一に七っていう．  



法定雇用率とは  

‾‾‾‾‾－‾‾－■■－－・一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－  

l  

1  

… 民間企業、国、地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法  

律」に基づき、それぞれ以下の割合（法定雇用率）に相当する数以上の障  

害者を雇用しなけれげならないこととされている。  
l  

；雇用義務の対象となる障害者軋身体障害者又は知的障害者である（な  

お、精神障害者は雇用義務の対象ではないが、満神障害者保健福祉手帳保  

持者を雇用している場合は雇用率に算定することができる）。  

一般の民間企業  1．8％  

0 民間企業  （56人以上規模の企業）  

特殊法人  
l  

1  

1  

1  

1  

I  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

I  

l  

：○ 国、地方公共団体  

2．1％  

労働者数48人以上規模の  

特殊法人及び独立行政法人  

・2．1％  

（48人以上規模の機関）  

0 都道府県等の教育委員会  2．0％  

（50人以上規模の機関）  

（カツコ内は、それぞれの割合（法定雇用率）によって1人以上の障  

害者を雇用しなければならないこととなる企業等の規模である。）  

※ 動妻身体障害首又は倭度知的障害者については、その1人の雇用をもって、：  

2人♂つ身休障害者又は知的障害者を雇用しているものとしてカウントされる。：  

※ 短暗闘夕働者は原則的に実雇用率にはカウントされないが、重度身体障害者；   

又は確度知的障害者である短時間労働者（1週間の所定労働哨間が2。時間以；  

l ＝（）時間未満哺働者）に／）いては、1人分として、精神障害者である短時   

問労働首「／穴、て卜しり∴二り、う）十仁こカウントされる 

9   



◎ 障害者雇用率達成指導の流れ  
l  

l  実雇用率の低い事業主については、下記の流れで雇用率達成指導を行い、：  
；「雇入れ計画」の着実な実施による障害者雇用の推進を指導している。  
I  

暮  

（障害者雇用促進法第43粂第5項）  
I  

I  

l  

l  

l  

I  

I  

l  

※ 翌年1月を始期とする3年間の計画：  

を作成するよう、公共職業安定所長が：  

命令を発出   （同法第46条第1項）  

※ 計画の実施状況が悪い企業に対し、   

適正な実施を勧告（計画の2年目）  

（同法第46条第6項）  
l  

l  

l  

l  

」  

※ 雇用状況の改善が特に遅れている企：  
l   

業に対し、公表を前提とした特別指導：  

を実施（計画期間終了後に9か月間）  

（同法第47条）  

※ 不足数の特に多い企業については、当該企業の幹部に   

対し、厚生労働省本省による直接指導も実施している。  

〔指導実績〕  

： ○ 平成19年度の実績  

＊「雇入れ計画作成命令」の発出  
l  

＊ 雇入れ計画の「適正実施勧告」  

＊「特別指導」の実施  

692社  
143社   

31社  

0 雇入れ計画を実施中の企業   2，099社（19年度末現在）   

0 企業名の公表  
平成3年度 ⊥′1杜、15年度1社、16年度1杜、17年度 2杜、  

18年度 2社、19年度：i杜（うち一社は再公表）  

10   



平成20年6月1日現在における障害者の雇用状況（詳細表）  
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1 民間企業における雇用状況（法定雇用率1．8％）  

（1）概況 ・・・…・、・・・・・・・・・・・  
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（3）市町村の機関（法定雇用率2．1％）・・・・・・・…・・・・ 24  
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（5）独ヾ／二行政ナノく人等（／）状況（法定雇川率2．1（†′i，）… …・・・‥  二う2  
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1民間企業における雇用状況（法定雇用率1．8％）  

⑤  ⑥  
企宰敷  数の算←の基礎A・   B．重度身体  C，重度以外の  D．精神障害       ノミ  実雇用率   法定雇用率   法定雇用  

となる労働者数          C＋   E十②×  達成企業の数  率達成企     び重度知的 障害者  重度知的障 害者である短  び精神席害者   
時間労働者   

企挙   人   人   人  人  人   人   人   ％   企業   ％  

150190               73042  8¢．840．ち   1，58   32．803   44．9   
民間企葉㌧  

J（ 71．224）   （19，504．649）  （79．購9）‡（ 4．637）   （138．651）  （ 980．0）  （302．716．0）  （29，755．0）  （1．55）  （ 31．230）  （ 43．8）   

② 障害種別雇用状況  

（む  ②身体障害者の数  ③知的障害者の数  ⑥精神障害者の数  

憺富者の敦                    b．重度  a，五度知的   b．重度   c．重度以外  c．精神雑書者  d，精神障害  

f．つち新規雇  
着である短時  

区分  
者   

身体障害者   である短時間   者   間労働着   
用分  労働者   労働者  用分  分   

人   人   人   人   人   人  人  人   人   人   人   人   人   人   人  

民間企琴  10．之50                   3Z5，603，0    4．065  113，43Z    27．348  丁．453  乙039．ち  

コロ2，716．∩）  し   70．180）  （  3．339）  （ 107．466）  （ 251．165）  （ 22，212）  （  9，289）  （ 1．29さ）  （ 27．942）  （ 47．81さ）  （  6．2ほ〉  （  3．24さ）  （  988．0）  （ 3，733，0）  （1，325．0）   

〔1（1）②表の注〕   

注1①棚の「障害者の数」とは②③⑥の8珊の計である。  

2②③a欄の重度障害者については法律上、1人を2人に相当するものとし  
ており、e棚の計を算出するに当たりダブルカウントとしている。  

3④d欄の榔申障害看である短時間労働者については法律上、1人を0，5人  
に相当するものとしており、○柵を算出するに当たり0，5カウントとしている。  

4②③のa，C棚及び④のc欄は1週間の所定労働時間が30時間以上の労働  
者であり、②③のb欄及び⑥のd欄は1週間の所定労働時間が20時間以  
上30時間未満の労働者である。  

5②③④f欄の「うち新規雇用分」は、平成19年6月2日から平成20年6月1  
日までの1年間に新規に雇い入れられた障害者歎である。  

6（）内は平成19年6月，1日現在の数値である。  
なお、精神確害者は平成18年4月1日から実雇用寂に井定されることと  
なった。   

こ1（1）①表の注〕  

注1す欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数」とは、常用労働者総数から除外率相当  
故（身体侵害者及び知的憶害者が就業することが困難であると認められる職種が相当の割合を占め  
る業碩にづし、て定められた率を乗じて得た数）を除いた労働者数である。  

2〔亘）Å欄の「重度身体障害者及び重度知的障害者」については法律上、1人を2人に相当するものと  
しており、E欄の計を算出するに当たりダブルカウントを行い、D棚の「精神障害者である埴時間労働  
者」については法律上、1人を0．5人に相当するものとしており、E欄の計を算出するに当たり0．5カウ  

ン・、としでノ、る。  

3 Å、C欄は1週間の所定労働時間が30時間以上の労働者であり、8、D欄は1週間の所定労働時間  
が2ロ時間以上30時間未満の労働者である。  

4 F珊（「）「うち新規置′甲分」は、平勘9年6月2日から平成20年6月1日までの1年間に新矧こ雇い入  
れられた障害者数である。  

5 r 一打ま平成ユ9年6月＝∃現在の数値である。  
なさ∴精神潅害者は平成18年4月1日から実雇用率に算定されることとなった。  



（呈L企具現模凱旦雇恩脱退  
嘱ィ兄  

⑥  ⑥  
芸筆洗  

⑤  
真雇用申    法定t用串   法定雇用  

しと′∴♪   ±∵う方勧音数  経書者  
鼓ノ「〕声定ノつ基濁 音及び蕊曜知的   ・室喜室・・・ご…岳二云■て室重奏；こ二・薫・  着である短時  告；吉・；B＋C＋】焉去ち新規  u   

数   業の制令  

％  業  
325・603・0人音36・840  

壬：1しと：ゾ）蓼と同し  

；指摘凋抒庵特車宜  

．：と1。1ご禿ご「司こ   



苗  ②  ロ）l書写着の敦  ⑤  
・；三・t   法電1用率遭   法定1用申  

企￥数   法定曜用障害者数                       A．慮囁身体欄  B．i度身体陸C．遥便以外   D．半I紳障害  E．計     ♂）算定の基礎とな  害者及び壬度  害者及び重度  の身体随喜  着である鰭時  AX2＋出＋C＋じ  F．うち新規1用    d＋②×100  成企業の数  速成企鵜の  
三分  る労働者致  知的住専者  知的障害者で  分  劃合  

ある埼時間芳  
勅書   害者   

企業  人  人  人  人  人  人  人  ％  企業  ％  

73．04Z     20．499．012    錮．5Zコ    6．61†    150．190    1．5†2，○     325．603．0    36．8明．8  1，89    8乙80コ    」川，9  

庄 l（けこ0の委と同じ  
＃雪嘗IIriそ（∩他曾疇本領の智幸を含む，  

l  一 ■TL 



㌻［蛋音字郎イ屈辱巨√已  

翫聖・、帯荘  

巧き・什－し丁寧琴  

三 1′1ノご1薫こ苛二  
蝿 篭蓼ト‡そ√rトニ万8丁稚「毒筆曳き【rv   



3）製造業における雇用状況（概況）  

、■ル7‘・紙・研削  

七草工軍  

庄1∵頂ノ、’〕萎と同じ   



㌻ 封1迂婆．二i三→う顎甲状しモ ノ：賃育種弓 

忍身堰咋害者の数  ③知的坤著者の数  （D精神曙尊者の数  

Jt．、■   昔事音∴敢               n魚雷身Lゝ〔筆書 昔  完等号軍票㌫ ほ川畑野馳葛  妄農芸書芸のドb＋c  何  a蕊償知的住専 者  b．重度知的 Ⅷ害者である短 時間労働者 H  c．重度以外の 知的障害者  8汁 8×2＋b＋c  亡．叫仲仕書著  d．織捧呼書者 である短時間労 蘭書  e．1十 c＋dXO．5   
▲  

人j  人  人  人   人   人   人   人   人   人   人  

もて基準⊇・  、15†005  

591   n 38872 95078   11．300  18．585   1∴沌1   

l】11   

153．0  1437．5  
3．553  皿                2T1針∵  49こ  36066）（ 92949）  （3Z26） H  

u   

1J；こ9 C  
1■－○  

い；i≡‥≡〕ト  

1
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桟維■衣服  3
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†一丁‾F三  1J68〇  
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）（‥，（  
し丁’t毛三一己二別  ユ3  

28）  

66  
551  

’こ  
5、  

〉＝二手  1305、つ 5  

フ 〔じT こ  

瑚．土石 2。。，5  

‘ 

；（  

、                              ■  

「：Z   b－J  

rし 2′671－C）F（  

ドさご  Z 863 5  

：盲LT 5  

8  lヱ19   

ヰ）    ．Ⅰ90 

、。 t 7悶  
1。  

巨 非穀会写   2，O175  
L開70）  

「査可乱暴     52560  
5コ53 5 ≡…）仁：i二≡喜子）  

iで－－－し▼   

ヱ0－127・8  

1   Z0．す71．5）   
5，Q88  

（ 6．291）  

8 640  
g．2SO1  

2，8フ6  

（ 2，455）  

そ∴幾喝月  
∃苦言≡冒喜 

そ鳩  卜去‥蓋……‥… 
）  

P  

三’黎二号 



注1   

障害者の放とは、次に掲げる者の合計である。  

～昭和6Z年  

身体欄瑠増（重度身体障害者はダブルカウント）  

昭和63年一平成4年  
身体闇層者（重度身体障書者はダブルカウント）  

知的障害者  

平成5年～平成17年  

身体博層者（塵度身体障害者闇タワルカケント）、  

知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）、  

重度身体障害者Ⅹは重度知的障害者である短時間労働者  

身体周琶者（重度身体障害者はダブルカウント）、  

知的確富者（i度知的障讐者はダブルカウント）＼  

精神障害者、  

壬度身体障害者、i度知的障害者又は精神障害者である短時間労働者  
（精神障害者である短時Ⅶ労働者は0．5カウント）  

≠王＝  

（）内は、それぞれ制度改正耶の前年度と同じ方法により計算した数値である。   



（5）β責苦者不足数階級別の法定雇用率未達成企  

主：，生玉雇用率  
②不足数  

③障害者の  

区ヤ  数が0人で ある企業数      】0・5人又は山5人文はZ人2・5人又は3人  3．5人又は4人  4，5人以上 9人以下  9．5人以上 120人以下  20，5人以上 50人以下  50，5人以上   

脚 認諾   ・・ ：・・・岳   ・ 1498 25．29丁  

・・  ・・貞   ・  300 （0．7％）   81 （0．2％）  （0．1％）   （62．鍋）   

上欄・、ゝ  15．169   ，5瀾  ＿   15，112   
！ 〔川00叫 （100・08ら）  

矧  
（99．8％）   

ニニ‥†－■1才一一義）   7∫274  l．752   9．052  
（410％）  

4TT  （0・ぷi            （99％）   （27％）  
（56，1％）   

一′I・イ一 ▲   t一一  3．36つ  7g2  749  うち7  428  之00  

川C0ちっJl （23鍋〕  巴  （16．6％）   （12．79も）  （6．1％）  

「   H 巴  

・ 2ヱ  

（0．9％）  

487  之37  81  5  

（5・1％）【   （1．3％）  （0．3％）   ‖ ⊂√「、一．・せJノ、  ㍑毛諾ご謂    （す（17謂ト22呵（2・蒜     ‖   
，三こ 上蝕ま企業数、下段は当2亥企業現楕階級内における構成比。   

こ ご、澗アイ六足敬」とは、法定層用率を壇成するために、現在の雇用障害者故に加えて雇用しなければならない味害者の数である。   



（6）瀾状況  
往1都道府県別の状況は、①～③欄について私企業の主たる事務所（特例子会社及び関係会社特例の終電を受けている企業にあっては、その親会社の主たる事  
碍所）が所在する都道府県において、集計したものである。  

2「（参考）事業所所在地による集計」は、事業所（雇用保険滴用事某所）単位にその所在する都道府県において集計したものである。   

（参考）事業所所在  
J都道㌍県名  

①実雇用率  
全国  1．59  o．04   449  1．1  32．803  ／   78．042   1．69   0，04   

北海道  】，74  】 0．04  49－5  1，6  1，2S7  ／  2，54l   1，77   0．03   

青森  1．57   0．01   △0．7  Z93  ／  ¢朋   1．57   0．02   

岩手  1．74  0．OZ   362  ／  743   l．7∂   0．04   

r 冨   0・01  519／ l．143  1．68  0．04  

．  ；△0．04   4Z．6   1                                48．7    r   △1．6  303／  582  l．5l  △0．09   

芸   151  49．9  △0．5  36さ  ／  73ユ   ユ，5ユ   0．Dユ   

0．D6   443   0，3   491 ／  1．109   1．52   0．06   

l54  0．0】  518   0－8   574  ／  l，108   1．61   0，05   

⊆  茨城  ）．48  △0．09   43．3   △5，0   368  ／  850   l．55   △0，05   

L ooz 47．4   0．2   481 ／  1，015   1．68   △0．03   

0．0ヰ   ヰヱ．0  0．9  87∂  ／  2．ユ41   王．5∂   0．03  

O．02  47．7  2．7  775  ／  l．626   l，56   0．03   

0．05  29．9  【 l．3  4．8Z3  ／   ユ6，112   1．41   0．08  

0．04  430   l．8   l．449  ／  3．371   l．7l   0．07  栃木                              ㌍馬         l．50                   埼玉         150                                  干草        1．52    r                               車票         1．51  
福島   l54  

48．6   1．0   687  ／  1．413   1．57   0．00   

59．4   2．1   488  ／  ぎZl   1，65   0，06   

51．7   3．5   408  ／  78g   1．69   0，03  

53．6  2，2  294  ／  648   l．98   0，1】  

209／  441  1．57  △0．07  

…≡：‡ 2 △；二；  737／ 1．299  1．70  0．02   

54．l   0，1   6Z3  ／  1．151   1．70   0．07   

49，7   0，5   1．113  ／  2．2ヰ1   l．64   0．04  

4l．7   0．7   1．956  ／  4．690   l．53   0．03  

0．07   50．2   3．7   416  ／  829   1．55   0．08  

0．00  54．2   △1．4   330  ／  609   1，73   0．10  

0．05  48，0   2．3   ¢67  ／  1．389   1．74   0．02  〉 新潟  154     0．Ol                                    冨山  166   r  O．05                    石川 福井 山梨 長野  162 2，02  1呂：3喜  0．03  ヰ2・8   】  0・6  2．605  ／  6，08l   1，69   0．01   

0．01  △0．9  1．377  ／  Z，510   l．8l   0．02   

54．9  221  ／  401   1．97   0．OZ   

53．5  j  △0，3  215 402   2．10   0．04 

60．5  ノ  2．6  211 ／  349   1．73   0．00   

62．4  3，4  254  ／  407   1二丁8   0．07   

5g6  ／  1．076   l．81   0．06   

848  ／  l．767   1，6さ   0．08   55．4          0．5  ′  379  ／  89l   2．17   0．09   l，59                               兵庫 ！ ：76                               奈良  ‖  1－85  004   1，9   161 ／  34ユ   1．55   0．03   

47．Z  361 ／  619   l．74   △0．01   

5」l，5   2．7   389  ／  714   1．68   0．04  

5Z．8   Z，4   196  ／  87l   1．74   0，06  

徳島   ■  l■53  0．03   51．5   3，0   ユ，392  ／  2，703   ユ．70   0，03   

佐賀  0．＝   709  6．2  316  ／  446   2．0丁   0．12   

畏峠  580  △0・1  379  ／  664   2．13   0．06   

熊本  56．4  1．2  526  ／  932   1．93   △0．10   

■ ∵  2．l  369  ／  58g   2．60   0．1l   

宮崎   1．97  003  62．6                                        弧3  l．5  354  ／  559   2．20   0∴＝   

稚児岳   1．良9  ユ0．02  68．5  l．7  483  ／  826   l．9l   0．00   

l．69  006  48．1  1．7  305  ／  63ヰ   1，69   0．08  



（7）特例子会社の状況   

ユ／慨′モ  

三】∴∵∵∴て∴’デ  
ライ 手車1司会～二′▼）！ノ語三†∴、特げノ子会社ヤ．’）‘7J、’、堵ぎ⊥で辛ろ，  

濾育種弓1壱苧∴十，モ  

③知的障眉牒の数  ④精神障字音の数  

r  て宅害者：■ 紅  b重度身牒  c，重度以外ノ）  e紳  白重度知的F童  b．塵度知的  c．重度以外の  ¢．ー十  c．精神障書着  d．精神牌害者     ＝害者  は害者である  膿害者である  である培時間  
巨こ∴  毎時間労働者   短時間労働者   労働者  

川  H  

人  人   人  人   人   人   人   人  人  

j : 1）／  4†，0  

1J≡…≡≡い；三」  19      6639）  

三 ユ い三，、喪と町二  

ギ 古君ニュ 碍皇たモi■含まなY、拝仔‥ユ会社分ご〕みJ二喝言丁である。  

参考′手詫こじ亭⊥コ弓表現在しり沃濃   

二 串仔′子会ヒ芯  2∠i4辻   

コ アノンー71亘弓を号．丁て，、るグループ致  98グループ  ◎「特例子会社」制度とは   

障害者雇用率制度においては、障害者の雇用機会の確保（法定雇用率＝1．8％）は個々の事  
業主（企業）ごとに義務づけられている。   
その特例である「特例子会社」制度は、障害者の雇用の促進及び安定を図るため、事業主が  
は害者の雇用に特別の配慮をした子会社を設立し、一定の要件を満たす場合には、その子会社  
に雇用されている労働者を親会社に雇用されているものとみなして、実雇用率を算定できるこ  
ととしている。   





（影 声   手首看の で  （か  

真贋用串   法定用用串   法定オ用申  
B＋C＋  

「√1∴  用分  ＃   割合   憧 極閥数：法定雇用暗苫      奴  

I / r害者   

．  

人   人  人  人  ％  ；、・ホ   ％  一語瑚。25。。巳人妻1  。Z人㌢。．95。  F ，．。  

丁．968．5  
川6・5  2．44  95．0  

ト 】       n 】（0・0） ‖   

‡－  、葦と盲▼  

：：孝吉碩弓′在臓t〔，兄  

1争身体口篭害者の数  （認知的Ⅷ害者の数  住）精神障害者の数  

＝こ1ニ’黄と肯   



イ3）市町村の機関（法定雇用率2．1％）∵   
○ 概況  

惇 ＋十丁十  

凹  Q）  心  
真贋用申   法定膚用率   法定雇用  

区分    l   】る相良数  の耳定の基礎とな  ほ害者及び  諾蓬諾割烹諾諾芸書友  用分   100   数   崩の割合   

l   

害者  ある短時間勤び耶中性害者  

】 H  

拷抱負】 】  n  

人  人   人   人   人   ％   機瑚   ％  

人  人 5．696  印3，0  

市町千丁〔Tl鶴間   

†60  12．0  職関      （5．647）    ／133）                 251Z ” ∃しこ・S呈5）  96Z，3柑 （965．1TZ）    10．839 l（10，6丁7） l   （ 
注 2rい（㌣の素と同じ  

ユ〉  ②身体惜写者の数  （認知的坪青首の数  僅〉精神障亨者の数  
帽富者の敬                  a．重度身体陣   b重度身体   a．五戒知的陣   b．i廣知餌   c．精神障管者  d．精子l叩事青書  

害者  障害者である   陣亨看である   である堰時間勤  
E誉  短時間勤輯職  用分  焙時間勤務職  用分  拷職員  用分   

員   1   

人   人   人   人   人   人   人   人   人   人   人   人  人  人   人  

市町打（ノり機関  四  10．344  12，0  日．0  

（：Z2，1ユ2．0）  （ 5，629）  ／  115）  （10．〇46）  （2ユ．718）  （  716）  （  18）  （ 18）  （ 171）  （  Z25）  （  32）  （ 16ユ）  ’（ 16．0）    （169．0）（10．0）  
‖   

往 2（l）急の表と同じ   



会（法定雇用韮2．0ウイ  〔4）法定雇用妥2．0％がう   

う 顆′又   

実雇用率  

知的は   
び精神障害者  1′う1 志間数ぎ藷冨芸誓言欝  払嘩    害者の敬     ④  E＋②×  ① 法定用用申 遠戚機関の  （釘 法定欄用 率達成機    諾誓言賃借書夏雲笠諾j妄腰諜の    蓋器詳世c・  

戸   

Fヤ  0．  ●l   ●    人 4丁55        人 10．4銅．0  l 人  ヰ38．0   ■● 1．62  横間 丁8   ％ 閃．8     し  4．540）   t   O．   （10。039．0）  （ 272．0）  （l，56）  （  78）  （54．Z）  

Cゝ  

二【1、〔努と√訂▼  

ざ「胤吉沌㌣左撒虻点  

三：∵≡∴黄と冒   



3 独立行政法人等における雇用状況（法定雇用率2．1％）  

心  ②  （劫 障害苛■の敬  （9  （釘  

実雇用率  法人数   法定層用障害者 数グ〕章定の基礎            E÷②×100   法定雇用率逢   法定雇用 率達成漆     A．重度身体 障害者及び  爆雷誓言禁  C．慮度以外D．精神Ⅷ寄 の身体障害 者である増   E ！十         AX2＋B＋C  F．うち新規雇用分   成法人の数  
となる労働者敏  重度知的障 害者   人の割合   

者及び精神  
・王・ 

一昔   

珪I11）はの票と同じ  

ぎユ 障害種別雇用状況  

※「雪空正行政法人等」とは、は害者の雇用の促進等に関する法律施行令別安第2の第1号から那号まで、「地方独立行政倭人軌とは、同今別表書2の粛7号から訂8号までの法人を指す。   



4 公的機関の各棟関の状況‾  

（1）国の機関の状況（法定雇用率2．1％）  

①法定雇用障害者数の  ③  ㊨  
算定の基礎となる職員数   

備考   

国の機関合計   299．85t   6，548．0   乙18   0．0  

行政機関合計   272．626   5．929．0   乙17   0．0  

内閣官房   664   15．0   2．26   0．0  

内閣法制局   71   1．0   1．41   0＿0  

内閣府   2，388   51．0   2．14   0．0  

宮内庁   780   21．0   2．69   0．0  

公正取引委員会   748   Ⅰ6．0   2．14   0．0  

警察庁   Ⅰ，631   40．0   2，45   0．0  

金融庁   1，397   30．0   2．15   0．0  

総務省   5，167  11¢．0   2．13   0．0  特例承認あり（注4）   

法務省  3l，813  684．0   2．15   0．0  

公安調査庁   l．496   40＿0   2－67   0．0  

1Ⅰ8．0   外務省  5，603  2．11   0．0  

財務省  10，858  234．0   2．16   0．0  

国税庁  54，591  1，177．0   2＿16   0．0  

文部科学省   2，177   49．0   2．25   0＿0  特例承認あり（う生4）   

厚生労働省   4Ⅰ，255   943．0   2．29   0．0  

社会保険庁   15，843   3：HL．0   2．11   0＿0  

農林水産省   19，847   421．0   2．12   0＿0  

林野庁   4ナ328   92．¢   2＿13   0．0  

水産庁  502   11．0   2▼19   0．0  

経済産業省  5，588   119．0   Z．13   0．0  特例承認あり（注4）   

特許庁   2，85】   62．0   2．17   0．0  

国土交通省   36，003   784．0   2＿18   0．0  

気象庁   4，432   94．0   2．12   0＿0  

海上保安庁   90   3．0   3．33   0＿0  

海難審判庁   215   5．0   2＿33   0．0  

環境省   1，168   26．0   2．23   0，0  

防衛省   19，199   406．0   2．11  0＿0  

人事院   661   14．0  2．12  0▼0  

会計検査院   1，260   29＿0   2、30   0＿0   

立法捷開合計   3．256   70＿0   2．15   0▼0  

衆議院事務局   1，231   27．0   2．19   0＿0  

衆議院法制局   70   LO   1．43   0．0  

参議院事務局   976   21．0   2＿15  0．0  

参議院法制局   7l   1＿0  1＿4l  0－0  

国立国会図書館   908   20．0   2．20   0．0  

司法捜開合訂   23．969   549＿0   2＿29   0，0  

最高鼓判所   1，018   24＿0   Z▼36   0＿0  

高等裁判所  43＿0   Z．44   0．0  

地方裁判所   16．314   369．0   Z＿26   0＿0  

家庭裁二川所   1，872  

～主1日）欄♂J「法定雇用障害者黎（「）算定の基礎となる職員数Jとは、職員総数から除外晩員数及び除外宰相当職員数（旧除外職員が職員総  
数に占オ）る割合を元に設定した陳列率を乗じて得た数）を除いた職員数である。   

2 一切欄小鳩害蓄（／）故rしi：し≠㌢体障害音数、知的障害者款ブ之び精神障害者数の計て観り、短時間勤務暇員以外の重度身体障害者及び  

重度知的憧害者（こノ）いてI二i、法律l、1人を2人に相当するi，け）としてダブルカウントを行い、精神障害者である短時間障害者について  
ほ、法律上、り、を05人に相当・†るi、Lrけして（15カウントとしている。   

3 仁i）欄♂）㌻不iご軋、とi二i、サ欄の職員数に法定啓開ご音さを棄しノて得た数（l未満の端数切り捨て）から②澗の障害者の数を減じr得た救であ  

り、これが0〔はナl：るニノ▲を寸，／．こ法定雇flト辛㍉幸IJkとなろ‖  

し／二：うしつ∴ノ妄雇用すが沃定財牒＝弓・l［叶）、いゝ「寸、、イ＼ミf放かり0。トなぞ）ことがあり、こ♂J場合、法定′雇用率達成となろ。  

′1汀ノIけ）省†Hこト特例承認手‥㌢り了いど，、，  

特別▼声、認L∴し′針‡ノlモモ一斗誌名け∴ム′う、オlイ：′外〔，うし／－申請「払イ∴巧ノ主．労働大臣の承諾を受りた場合「、↑該省庁に王かれろ外局に  

引締十る暇昌す当言杢抑㌻に刺子ちL「三｝職員ト71ノ1Jすヰ▲ハ∴を，ろし  

持榊ヰ認 雪  
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（2）都道府県知事部局の状況（法定雇用率2．1％）  

G）法定雇用障害者数の  ③  壇）  

算定の基礎となる敬具数   備考   

計   26丁．644   6．555．5l  2．ヰ5 0．0 

北海道 16，595   408．0  2L二46   0．0  

青森県   4，354   115．0  2．64   0．0  

岩手県   4，096   91．0  2，22   0．0  

宮城県   5，21l   127．0  2．44   0．0  

秋田県   3，912   83．0  乙12   0．0  

山形県   5，043   107．0  2．12   0．0  特例認定あり（注4）   

福島県   5, 569 132．0  2．37   0．0  

茨城県   5，30Z   113．0  2．Ⅰ3   0．0  

栃木県   5．188   124．0  2．39   0．0  特例認定あり（注4）   

群馬県   5，021   107．0  2．13   0．0  

埼玉県   8，056   235．0  2．92   0．0  

千葉県   8，783   211．0  2．40   0．0  

東京都   20，5i5   645．0  3．14   0．0  

神奈川県   8，599   274．0  3．19   0．0  

新潟県   6，503   141．0  2．17   0．0  

富山県   3，644   79．0  2． 0．0  
石川県   4，118   89．0  【2．16   軋0  

福井県   3，312   77，0  2．32   0．0  特例認定あり（注4）   

山梨県   4，048   86．0  2．12   0．0  

長野県   6，218   133．0  2．14   0．0  

岐阜県   5，757   Ⅰ22．0  2．12   0．0  
静岡県   6，674   145．0  2．17   0．0  特例認定あり（注4）   

愛知県   8，509   1亭8，0  2．2l   0．0  
三重県   4，597   120．0  2．61   0．0  

滋賀県   3，204   78．0  2．43   0．0  特例認定あり（注4）   

京都府   4，56l   130．0  2．85   0．0  
大阪府   8．992   271＿0  3－01   0－0  

兵庫県   8，493   196．0  2．31   0．0  

奈良県   3，891   91．0  2．き4   0．0  特例認定あり（注4）   

和歌山県   3，799   84．0  2．21   0．0  
鳥取県   3，496   79．5  2．27   00  特例認定あり（注4）   

島根県   3，729   85．0  2．28   0 0  特例認定あり（注4）   

岡山県   4，238   89■0  2．10   0－0  

広島県   6，508   】46＿0  2．24   0 0  特例認定あり（注4）   

山口県   4，830   108．0  2．24   00  特例認定あり（注4）   

徳島県   3，197   68．0  2．13   0 0  

香川県   3，543   76．0  2．15   0 0  特例認定あり（注4）   

愛媛県   4，115   88．0  2．14   0＿0  

高知県   3，712   78．0  2．10   0．0  

福岡県   7，847   249．0  3．17   0 0  特例認定あり（注4）   

佐賀県   3，098   72．0  2．32   0 0  

長崎県   4，809   103．0  2．14   0 0  特例認定あり（注4）   

熊本県   4，863   122．0  2．51   0 0   
大分県   3，87き   82．0  2．1Z  0．0  

宮崎県   3，789  
r，〉塵児島県  5，193   】12，0  Z．16   0．0   
沖縄県   4．239   108．0  乙55   0＿0  

ト  

注】①柵の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」と軋職員総数から除外職員数及び除外率相当柊員数（旧除外職員が職員  
総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。   

2 ②欄の「障害者の数」とは、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間勤務職員以外の重度身体障害者及   
び重度知的障害者については＼法律上、】人を2人に相当するものとしてダブルカウントを行い、精神障害者である短時間障害者につ  
いては、法律上、l人をけ，5人に相当するものとして0＿5カウントとしている。   

3 ㊥欄のr不足軌とは、①欄の職員数に法定雇用率を乗じて得た数（】未満の端数切り捨て）から②欄の障害者の数を減じて得た数で  
あり、これが（川となることをもって法定雇悶率達成となる。  
したがって、芙雇用率が法定雇用率を下回っていても、不足数が0・0となることがあり、この場合、法定馴】率達成となる。   
4 注4の概関は、特例認定を受けている。  
特例認定とは、地方公共団体の扱関（A）及び当該■鳩関と人的関係が緊密である等の税関（B）の【帽に基づき、厚生労働大臣の認  
定を受りた場合に、当該B機関に勤秩する職員を当該A槻関に勤務㌻る職員とみなすものである巾  

特例認定覧（都道府県知事部局）  
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（3）その他の都道府県機関の状況（法定雇用率2．1％）  

（D法定雇用障害者数の  
算定の基礎となる職員数   

備考   

計   58，80ヰ   l．413．0  2．40   ll．0  

北海道企業局   98   4．0  4．08   0．0  

北海道議会事務局   70   2．0  2．86   0．0  

北海道監査委員事務局   50   1．0  2．00   0．0  

北海道警察本部 1．329   29．0  2．18   0．0  

青森県病院局   312   5．0  1．60   1－0  

青森県警察東部   376   10＿0  2．66   0．0  

岩手県医療局 3，057   65．0  2＿13   0．0  

岩手県企業局   77   1．0  1．30   仇0  

岩手県警察本部   317   6．0  1．89   0．0  

宮城県病院局   237   5，0  2．11   0．0  

宮城県企業局   68   2．0  2．94   0＿0  

宮城県警蜃本部   512   10．0  1．95   0．0  

秋田県警察本部   378   8．0  2．12   0．0  

山形県警察本部   344   9．0  2．62   0．0  

福島県病院局   330   6＿0  1．82   0．0  

福島県警察本部   467   10．0  2．14   0．0  

茨城県企業局   ；l  4．0  2．12   0．0  

茨城県病院局   314   6．0  1＿91   0．0  

508   12．0  2－36   0．0  

栃木県警秦本部   441   11．0  2．49   0．0  

群馬県企業局   323   7－D  2＿17   0．0  

群馬県病院局   366   10．0  2．73   0．0  
群馬県警察本部   609   16＿0  2＿63   0．0  

埼玉県企業局   426   14．0  3．29   0．0  
埼玉県病院局   688   17． 0．0  
埼玉県議会事務局   66 _ 2＿0  3．03   0＿0  
埼玉県警察本部   1，111   30．0  2＿70   0．0  

千葉県企業庁   464  18．0  3．88  0．0  
千葉県水道局   995  23．0  2．31   o o_ __ 

19．0  2．50   千葉県病院局  760  0．0  

千葉県議会事務局   58  2．0  3．45  0．0  
北千葉広域水道企業団  ＿ 月4  2．0  2．38  0．0  
君津広域水道全芸歴  67   】0  l．49  0．0  
千葉県警察本部  Ⅰ．651   38．0  2．30   0．0  

堅夏塾墓室義会昼  143   4．0  2 80   0 0  

、稟真昼△享委員会  66  2∴0  3．03   0，0  
92          東京蓼監査室象昼【  4．0  4．35   0．0  

東夏塾交通昼．】   1，9箪7  47 0  2．35  0 0  
衷真昼丞峯岸   2，789   84 0  3 01   0．0  

凍寒畢王丞選局   1，225  46．0  3．76  0．0  
肇遡坦 3 024   64＿0  2．12  0＿0  
東京消防庁   415   8．0  1．93   0．0  

神奈川県企業庁   1028   31．0  3＿02   0 0  
神奈川県病院局   l，008   22 0  2．】8   0．0   

神奈川県議会議会局   76   3．0  t）＿0  

神奈川県警察本部   1，720  41＿0   0．0  

麹準星企業昼   9l   l－p  0・0  

新潟県病院局   ト串8声  蔓草‥り   0．0  

新潟県警察本部   522   10．0  1．92   0－0  

蔓担昼企選局   130   享・9  0・p  

富山県警察本部   313  6．0   0．0  

石川県警察本部   361   8＿0  2．22   0、0  

福井県警察本部   301   7．0  2．33   0＿0  

申裂県糞筆局   1p9   ！＝P  3．6丁   0．0  

山梨県警察／ト部   28H  H．0  2．78   0．0   

良野県立草月   l＿0  7 8・i   0▼0  

長野県監監査甚＿＿＿  ⊥121  ＝）．い  2∴うド  りり  岐阜狙監竺逃避  ・1こうl  l：i．0  ：ln：二：  り．り    静l㌶柏を、1裾鵜‥・んセニニ．？－  i5丁  l（）－p  2・1？  0り  ヨ  静匝ほ1し空室4甘  tiこうこi  lFi．P  2∴iT  什（   
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①法定雇用障害者数の  
算定の基礎となる職員数   

備考   

愛知県企業庁   335   11．0  3．28   0，0  

．愛知県病院事業庁   642   16．0  2．49   0．0  

名古屋港管理組合   270   5．0  Ⅰ．85   仇0  

愛知県議会事務局  76   2．0  2．63   0．0  

愛知県警察本部   974   23．0  ．2．36   0．0  

三重県企業庁   118   4．0  3．39   0．0  

三重県病院事業庁   470   9．0  1．91   0．0  

察本部   378   10．0  2．65   0．0  

滋賀県替察本部   295   6．0  2．03   0．0  

★■十★t●■lはt暮■●．●■t■●†   76   2．0  2．63   0．0  

京恕府警察本部   602   17．0  2．82   仇0  

大阪府水道部   463   11＿0  2．38   0．0  

大阪府議会事務局   65   l．0  1．54   0．0  

大阪府警察本部   1，825   42．0  2．30   0．0  

兵庫県議会事務局  57   1＿0  1．75   0．0  

兵庫県企業庁   21・6   8．0  3．70   0．0  

兵庫県病院局   1，872   4臥0  2．56   0．0  

兵庫県警察本部   817   21．0  2．57   0．0  

奈良県警察本部   342   10．0  2．92   0．0  

和歌山県警察本部   319   6．0  1．88   0．0  

鳥取県病院局   475   11．0  2．32   0．0  

鳥取県警察本部   292   5．0  1．71   1．0  

島根県病院局   319   10－0  3．13   0．0  

島根県警察本部   298   6．0  Z．01   0．0  

岡山県企業局   110   2．0  1＿82   0．0  

岡山県警察本部   499   11．0  2．20   0．0  

広島県警察本部   535   10－0  1．87   LO  

山口県警察本部   459   11．0  Z．40   0．0  

徳島県企業局   112   3．0  2．68   0．0  

徳島県病院局   ユ34   6．0  1，80   1．0  

徳島県警察本部   295   6．0  2．03   0．0  

香川県警察本部   277   7＿0  2．53   0．0  

愛媛県警察本部   407   11．0  2．70   0．0  

愛媛県公営企業管理局   725   14．0  1＿93   1．0  注4（D   

高知県公営企業局   259   7．0  2．70   0．0  

高知県警察本部   287   7．0  2．44   0．0  

福岡県警察本部   922   18．0  1．95   】．0  

佐賀県警察本部   291   10．0  3．44   0．0  

長崎県交通局   151   5．0  3．31   0．0  

長崎県離島医療圏組合   613   12．0  1、96   0＿0  

長崎県警察本部   451   10．0  2．22   0．0  

熊本県警察本部   421   8．0  1．90   0．0  

＿」ゝ分旦全量昼【ル  105   2．0  0＿0  

杢金星丞墜屋 230  4．0   0．0   
大分県警察本部   335   5．0  1．49   注4（∋          2．0   

宮崎県企業局   82  3．0  
室埠旦廼塵昼   

＿一   399  8．0  0．0  
宮崎県警察本部   304  6．0   0．0  

鹿児島県県立病院局   378   7 0  1．85  0．0  
鹿児島県警察本部   423   12．0  2．8∠】   0＿0  

′埋準星竪変杢蔓軋   303   7．  
＝・詰≡  ■   275  9．   0 0  
沖縄県病院事務局   810   14．0  1．73  

注1①欄の「法定雇用障害者鞍の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧除外板員が職員  
総数に占める割合を元に設定Lた除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。   

2 ②欄の「障害者の数jとは、身体障害者数、知的障害者致及び精神障害者致の計であり、短時間勤務職員以外の重度身体障害者及  
び重度知的障害者については、法律上、1人を2人に相当するものとしてダブルカウントを行い、精神障害者である短時間障害者につ  
いてけ、法律上、1人を0．5人に相当するものとしTO．5カウントとしていろ－，   

二i毎二憫の「不足敬止は、庄）欄の職員数に法定雇用率を乗じて得た教（l未満の端数切り捨てけ▲〔ノ老欄の障害二者の数を減じて待た数で  
ぁり、ニオーが00となることをもって法定雇用率達成となる。  
した・うこ／－て、実雇用率が法定雇用率を一回ってい‾〔ヰ、、、不足扱が什鋸一1（る∴とがあり、この場合、法定雇唱率薙蚊となる，   

・1√り努授喋公営企業管理局においてil、10月丁日現在において、障害者げ）数1≡）．0人、妾顧問率2．0丁－－′り、仁星数0．0人さ一なイ丁いる。  

r討 人労県警察本部においては、6月l＝］現在において、障害者の数Td人、壬雇用率20り（1ニ，、丼鷲敷00ノ、リト．）丁いる‘  
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（4）都道府県教育委員会の状況（法定雇用率2．0％）  

①法定雇用障害者数の  ②   ③   ④   
算定の基礎となる職員数  障害者の数  実雇用率  不足数   

備考  

553．373   8，767．0  l．58  2．357＿0  

北海道   28，798   463．0  1．61  112．0  

青森県   9，303   136．0  1．46   50．0  

岩手県   9，331   127．0  1．36   59．0  

】宣盤乳   9，765   158．0  1＿62   37．0  

秋田県   6，938   106．0  1．53   32．0  

山形県   6．855   72．0  1．05   65．0  

福島県   12，526   146．0  1．17  104．0  

茨城県   14，897   199．0  1．34   98．0  

栃木県 
＿   

10，838  129．0  1．19   87．0  

群馬県   11，551   Zll．0  1．83   20＿0  

遇   
＿   

26，186   381．0  1．45  142＿0  

千葉県一¶   22，851  33臥0  1．48  119．0  

Ⅶ j垣盈   40，544  724．0  1．79   86．0  

神奈川県【m   22，950   334．0  l．46  125．0  

新潟県   11，809   153．0  1．30   83．0  

富山県   6，298   93．0  1．48   32．0  

石川県   6，446   120．0  1．86   8．0  

福井県   5，639   82．0  1．45   30．0  

山梨県   5，859   68．0  1．16   49．0  

」蔓 ＿＿＿   12，033   212＿0  1．76   2臥0  

岐阜県   11，695   181．0  1．55   52．0  

登園旦 」【【＿   12，152   211．0  1．74   32＿0  
愛麺嘩L  」  26，177  313．0  1．20  210．0  

㌦＿一三重畳 ¶′  9708            152．0  1．57   42．0  

滋賀県   8，089  141．0  1．74   20．0  

j塾垣〉「，‥」   7，773  168．0  2．16   0．0  

去堕坦 …＿【   24，425   539＿0  2．21   0＿0  

兵庫県▲  352．0  1．81  36．0  

套旦昼「＿】′品   0．0  

担昼型県  
6，402            12ミ）．0  2．01  

0．0  6 715  147．0  呈二阜旦▼  
」艶  4，230  6：i．0  1．49  21－0  

島根県   5122  7！）＿0  154   23 0   

〉▼＿担坦堤」   10 854  136．0  1＿25   81．0  

属島昼 ′＿  10 083  165 0  1．64  36．0  
山口県  8, 739  L34          117 0   57＿0   
徳島県   5, 350  8（）0  166   18 0  

香川県   5，780   107＿0  1．85  8．0  
袈、媛県   9，275  15ミ）．0  1＿71  26＿0  
高知県  5，747  9－iO  162  210   

笹岡埋   14，906   21R．0  Ⅰ46  80＿0  
佐質県   5，805   92．0  158  24．0   

長崎県   9，ヰ13   186－0  1．98  2 0   
整本県   9．750   17（）＿n  181   19＿0  

本分堅   6，RH）   10’7．（）  157   2乳9  

阜墜県   7，117   】1〔ナ．0  1．（う7   23＿（）  

壁児島弊   10，」148   150．0  しき4   58 0   

沖縄県   ～）、953   126，0  Ⅰ．27  

t■主l廿牒軒汗法定雇用障害者牧げ確定Jノ基礎となる職員数けtl、租員総払う巧除外職目敏及び除外手相当職員数（lEl除外職員が職員  
絞敬に占める割合をう亡に設定した除外手本ノ剰二て帯ノ〔数1ケ除いた職員牡でLを、る。   

2 佗）欄廿叫童害告♂）劉＝と‖、身体障害音数、知的障害者籾牒」精神時吉名鞍り）汁て～ぁり、短時間勤務職員以外げ〕重度身体障害者及  
り：重曹紬的障害射二Jい＝、法後＝、り、ケ〃、「柏、L＝1，寸苗！Iウノlガウン十ケ石い、精神障害苔て九る短時間障害者につ  
いて‖、沃パ＝、1人左・（15l、【こ川当寸る史、〔r）、ttてr）∴1ノノ「：？ントノし∵いろり  

：＝▲ト㈲’）り、≡ほIHJ∴り憫中間ぼほ封∴圭も婦井＝斗準Iiミ妄ノ、【数（1…－L丁場放り川怯∴二）1ゝL、ノ三－ノ憫し▼瀾吉宗仁一噸を減じこ得た放て  
あ灯∴」l叫川J・1rる∴し；′j）′）て〟．1i三権ノ恥字一室成√し1亡f「  

けト守∴■上一紺iそ1▲I∴i’酎Iけ手′†回 lヾ十㌧一類11＝りJL′、り▲tり、【r・場∴∴沃寺l浮川パ′一章和／1⊥ゝる。，  
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（5）－独立行政法人等の状況（法定雇用率乙1％）  

①法定雇用障害者数の  ③  ◎  
算定の基礎となる労働者数   

廟考   

独立行政法人等合計   之23，538   ヰ，667．5  2．09  385．5  

自動車検査   865   20．0  2．31   0．0  

奄美群島振興開発基金  注4   

医薬基盤研究所   163   3．0  1．84   0．0  

医薬品医療機器総合機構 565   15．0  2．65   0．0  

宇宙航空研究開発機構   1，ケ40   39．0  2．24   0．0  

沖縄科学技術研究基盤整備機構   168   0．0  0．00   3．0  

海技教育機構   203   5．0  2，46   0．0  

海上技術安全研究所   21l   4．0  1．90   0．0  

海洋研究開発機構   884   21．0  2．38   0．0  

科学技術振興機構   471   11．0  2．34   0．0  

家畜改良センター   887   20．0  2－25   0．0  

環境再生保全機構   137   4．0  2．92   0．0  

教員研修センター  57   0．0  0＿00   1．0  

勤労者退職金共済機構 269   5．0  1．86   0．0  

空港周辺整備機構  注4   

経済産業研究所   55   2．0  3．，64   0．0  

原子力安全基盤機構  413   6．0  1．45   2．0  

建築研究所   118   2，0  1．69   0、0  

航海訓練所   118   2．0  1．69   0．0  

工業所有権情報・研修館   153   3＿0  1．96   0＿0  

航空大学校   108   2．0  Ⅰ．85   0．0  

交通安全環境研究所   149   4．0  2．68   0．0  

高齢・障害者雇用支援機構   1，095   64．0  5．84   0．0  

港湾空港技術研究所   108   2．0  1．85   0．0  

国際観光振興機構   123   3．0  2．44   0．0  

国際協力機構   1，326   28．0  2．11   0．0  

国際交流基金   224   4．0  1．79   0．0  

国際農林水産業研究センター   249   5．0  2．01   0．b  

国民生活センター   117   2．0  1．71   0．0  

国立印刷局   4，771   114．0  2．39   0．0  

国立科学博物館   21l   5．0  2．37   0－0  

国立環境研究所   636   14、b  2－20  0．0  
国立健康・栄養研究所   91   3．0  3．30   0．0  

国立高等専門学校機構   4，IO9   88．0  2．14   0．0  

国立公文書館   68   2．0  乙94   0．0  

国立国語研究所   106  3．0  2．83   0＿0  
国立重度知的障害者総合施設のぞみの園  274  10．0  3．65   0．0   

国立女性教育会館  注4  

国立青少年教育振興機構  688  18．0            2．62  
国立大学財務・経営セン 注4  

国立特別支援教育総合研究所  78   2．0  2．56   0．0   
国立美術館   226   5．0  2．27   0．0   

国立病院機構   845．5  2＿46   0．0  34，362   
里車文化財機構  一  502  ‖．0  2．】9   0．0   

雇用・能力開発棟構   4，319   119▼0  2 76   0 0  

産業技術総合研究所   1476  65▼5  l．46   27．5  
自動車事故対策機構  3Z5   7．0  2．15  0．0  

住宅金融支援機構  983   1．93  1．0  

種苗管理センター  
酒類総合研究所  注4   

情報処理推進機構   ト】   2．0  】＿35   】＿0  

情報通信研究棟構   650   ）  2・00   0＿0  
新エネルギー・産業技術総合開発機構   52′l   9＿0  、l＿ラ㌻   2＿0  江5②   

森林総合研究所   1▼】83   2‘10  1＿リ4   LO  
水産総合研究センター   825   Ⅰ7．0  2．06   0．0  

水産大手校   l  ．   1＿り   

製品評価技術基盤機構   156   リ．0  197   0▼0  

石油天然ガス・金属鉱物資源機構   176   ll▲0  2．3l   0．0   

造幣局   リラニ！   字・1・p  2＿′】1   ・U   
19 0    1生5（力                            白              ！ヨニ〔  
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句法定雇用障害者数の  ◎  径）  

算定の基礎となる労働者数   
備考   

大学入試センター   117   2．0  1．71   0．0  

大学評価・学位授与機構   157   4．0  2．55   0．0  

中小企業基盤整備機構   807   17．0  Z．11   0．0  

駐留軍等労働者労務管理機構  337 _ 7．0  2．08  0．0  

通関情報処理センター   94   l．0  1．q6   0．0  

鉄道建設・運輸施設整備支援機構   1，831   34．0  1．86   4．0  

電子航法研究所   58   1＿0  Ⅰ．72   0＿0  

統計センタ・一   875 _ 12．0  1．37   6＿0  

都市再生機構   4，024   86．0  2＿14   0＿0  

土木研究所   593   13．0  2．19   0．0  

日本学術振興会   113   2．0  Ⅰ．77   0．0  

日本学生支援機構   457   10．0  2．19   0＿0  

日本芸術文化振興会   304   6．0  1．97   0．0  
日本原子力研究開発機構   4，221   97．0  2．30   

日本高速道路保有・債務返済機構   84   2．0  2－38   

日本スポーツ振興センター  476   9．0  1．89   0．0  
日本万国博覧会記念機構  注4   

日本貿易振興機構   973   19－0  1．95   o  注5③   

日本貿易型乳Ⅶ   29   2．0  、1．55   0．0  

年金・健康保険福祉施設整理機構  注4   

農業環境技術研究所   245   5．0  2．04   0．0  

農業者年金基金   84   1．0  l．19   0＿0  

農業・食品産業技術総合研究機構   2，602   61．5  2．36   0．0  

農業生物資渡研究所   593   13■0  2．19   0．0  

農畜産業振興機構  226 _ 5．0  0．0  
農林漁業信用基金  114  2．0   0．0  

農林水産消費安全技術センター  688  15．0  う．18   0．0  

福祉医療機構   269   5＿0  1．86   仇0  

物質・材料研究機構   630   13．0  2．06   0＿0  

平和祈念事業特別基金   8P _ 0．0  0．00   1．0  注福「   
防災科学技術研究所  2do   4．0  0．0  

放射線医学総合研究所  6－0  5－0  

北方領土問題対策協会  注4   

水資源機構   1, 552  34－0   ウニ、q  
二と至イア教育開発竺∠空二   l．92  0．0  
川   注4  

理化学研究所   2，983   0＿0  63＿0           211  
労働安全衛生総合研究所   136   2．0  1＿47   0＿0  
労働者健康福祉機構   8，422   177．0  2．10   0．0  

労働政策研究・研修機構   124   5 0  4 03   0 0  

年金橋立金管理運用   77   Ⅰ．0  l．30   0．0   

北海道大学  24 0  

旦捏塗重責大学   504   12．0  2・ 0 0  

室塵主筆奉呈   4 0  192   0 0  

ノと堕車型連字   Ⅰ2   4二q  3 31   0 0  
帯広畜産大学   177   4．0  2＿26   0．0  

旭川医科大学   864   Ⅰ2 0  1   丘0  

旦旦工業大学   17と；   1．0  0．56   2＿0  
弘前大学   l，327   11．0  0．83   lfi．0   
岩手大学   516 i▲iも  2 71   （）．（）   

東北大学   l，163   65．0  1＿46   28．0   

亭鱒堅草ノキ芋   195   5＿0  2＿5そ；   廿0   

秋田大学   しⅠ22   20＿0  l－78   迂亘 
山形大キ   し376   2ミ）－0  2．‖   （）＿0   

福島太守   3（）3   1．  l．   2＿0   

革製杢て！f   550   1／＋←十  2．】8   0▼0   

筑波人キ   ∴肺l   侶（ナ  21   0．（）   

子i二彿宮木与 什附   （1，（）  こミ．2Fう   〔）、0  

群馬tl   1，hりリ   コ＼i．（）  l．7■1   ！1．り  

塙コニ人′li リ〔ノ   l，0日   ／＝  

f埴土′－i ／十十十十十   1丁．0  1，2ミナ   詫5穫二・  

東京人ギ   
71（）ニさ一1   りf）・p  ▼0   
56＿0  l－46             一声8         写鱒  
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①法定雇用障害者数の  ②   ③   径）   

算定の基礎となる労働者数  障害者の数  実雇用率  不足数  
備考  

東京医科歯科大学 1，773   39．0  2．zo   0．0  

東京外国語大学   251   7．0  2．79   0．0  

東京学芸大学   640   15．0  2．34   0．0  

東京農工大学   495   12．0  2．42   0＿0  

東京芸術大学   317   9．0  ・2：84   0．0  

東京工業大学   l，451   31．0  2．14   0．0  

東京海洋大学   283   5．0  1．77   0．0  

お茶の水女子大学   339   7．0  2，06   0．0  

電気通信大学   327   6．0  l．83   0．0  

一橋大学   350   11．0  3．14   0．0  

横浜国立大学   686   20．0  2．92   0．0  

新潟大学   2，028   42．0  2．07  0．0  

長岡技術科学大学   238   9．0  3．78   0．0  

上越教育大学   194   5．0  2．58   0．0  

富山大学   1，490   19＿0  1．28   12．0  

金沢大学   2，004   39．0  1．95   3．0  

福井大学  867   20．0  2．31   0．0  

山梨大学   1，193   25．0  2．10  ・0．0  

信州大学   1，798   34．0  1＿89   3．0  注5（》   

岐阜大学   1，304   27．0  2．07   0．0  

静岡大学   805   24．0  2．98   0．0  

浜松医科大学   848   17＿0  2．00   0．0  

名古屋大学   2，993   54．0  1．80   臥0  

愛知教育大学   412   10．0  2．43   0．0  

名古屋工業大学   397   3＿0  0＿76   5．0  

豊橋技術科学大学   271   4．0  l．48   1－0  
三重大学   1，401   15．0  1．07   14．0  

滋賀大学   253   7．0  2．77   0．0  

滋賀医科大学   861   1臥0  2 09   0 0  
京都大学   4，891   96．0  1．96   6．0  注5⑧   

京都教育大学   272   3．0  1．10   2，0  注5（9   

京都工芸繊維大学   331   10．0  3 02   0 0  

大阪大学   4，545   65．0  1．43   30．0  
大阪教育大学   422   8．0  1．90   0．0  
兵庫 育大学   201   7 0  3 48   00  
神戸大学   2，430   55＿0  2・2 0．0  

“仙 奈良教育大学   166   4－9  2．41   0．0  
奈良女子大学  282   8＿0  2 84   0 0  
和歌山大学   356 _ 3＿0  0 84   4 0  

鳥取大学   1，424   30＿0  2．11   0．0  

島根大学   1，250   25ニタ  2．00  l．0  
岡山大学   2，423   0．87  29．0  
広島大学   2，446   34．0  1．39   17．0  

巨」日大学   1，692  2竺・．セ  ！・71   6－0   
徳島大学   1，236   18．0  1－46   7．0  

鳴門教育大学   202  6＿0  2．97  0＿0  
香川大学   1，323   32．0  2．42   0．0   
愛媛大学   1273   2LO  165  

高知大字   1，201   23＿0  1．92   2  

1．37   福岡教育大学  293  4．0  2．0  

九州大学   4 075   56．0  29．0  
九州工業大学   454  110   
佐賀大学   1，3】4   旦早＝タ  注5⑲  

長崎大学  2 042  i50   

熊本大学   
0二p  

l，539   37．0  

大分大学   1，Ⅰ53   革9ニゼ  2 60   0 0  

宮崎大学   1，183   フ7 0  2 28   0 0  

鹿児島大ギ   1，324   2～）．0  2．Ⅰ9   0＿0  

晩屋体育大学   96   2＿0  2．08   0．0   

琉球大学   ．0  ．   l，41亘  
総合研究大学院大学  57   2 0  ーi51   0．0  

政策研究大学院大字   78   2．0  2・与旦   q－p  



住）法定雇用障害者数の  ③  ④  
算定の基礎となる労働者数   実雇用率   不足数   

備考   

北陸先端科学技術大学院大学   1・85   3．0  1．62   0－0  

奈良先端技術大学院大学   293   6．0  ，2．05   0．0  

筑波技術大学   123 _ 1，9．0  15．45   0＿0  

人間文化研究機構   402   9．0  2＿24   0．0  

自然科学研究機構   836   18．0  2．15   0、0   

高エネルギー加速器研究機構   805   22＿0  2．73   0．0  
情朝巨システム研究機構   52Z   10．0  1，92   ．0  

日本司法支援センター   665   7．0  I l．05   6＿0   

日本私立学校振興・共済事集団   1．2S4   29．0  t  2．26   0．D   

沖縄振興開発金融公庫   245   5．0  2．04   0．0  

公営企業金融公庫   79   2，0  2．53   0．0  

国民生活金融公庫   4，681   99．0  2．11   0．0  

中′j、企業金融墾昼¶   2，018   51．0  2．53   0＿0  

公 902  18，0  2．00   0．0  

農林漁業金融庫  16．0  1．73   3．0  注5⑱  
。「 34＿0  2．52   0＿0  

注1①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数Jとは、常用労働者総数から除外宰相当数（身体障害者及び知的障害者が就業することが困難で  
あると認められる職種が相当の割合を占める業種について定められた率を乗じて得た数）を除いた労働者数である。   

2 ②欄の一障害者の数Jとは、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者敷の計であり、短時間勤務職員以外の重度身体障害者及び重度知的障害者に  
ついては、法律上、1人を2人に相当するものとしてダブルカウントとし、精神障害者である短時間障害者については、法律上、1人を0．5人に相当するものとし  
て0，5カウントとしている。   

3 ④柵の「不足教化は、①禰の労働者数に法定雇用率を乗じて得た数（1未満の端数切り捨て）から②欄の障害者の数を減じて得た数であり、これが0＿0とな  
ることをもって法定雇用率達成となる。  
したがって、実雇用率が法定雇用率を下回っていても、不足数0＿0となることがあり、この場合、法定雇用率達成となる。   

4 これらの注入においては，労働者数が48人未満であり．障害者の雇用の促進等に関する法律第招集に基づく障害者の雇用義務が発生していない。   

5①住宅金融支援機動こおいては、10月4日現在において、障害者の数20．0人、実雇用率2．03％、不足数0．0人となっている。  

②新エネルギー・産裏技術総合開発機構においては、8月12日現在において、障害者の数11．0人、実雇用率2．10％、不足数0＿0人となっている。  

③日本貿易振興横掛こおいては、7月7日現在において、障害者の数2l．0人、実雇用率Z．17％、不足数0．0人となっている。  

④平和祈念事業特別基金においては、8月1日現在において、障害者の数1．0人、実雇用率1．22％、不足数0．0人となっている。  

⑤秋田大学においては、1り］1日現在において、障害者の数ひ＿0人、実雇用率2．05％、不足数0．0人となっている。  

⑥千葉大学においてにし10月1日現在において、障害者の数44．0人、実雇用率2．14％、不足数0＿0人となっている。  

⑦信州大学においては、＝月1日現在において、障害者の数刃．0人、実雇用率Z．10％、不足数0＿0人となっている。  

◎京都大学においてIi、11月1日現在において、障害者の数106＿0人、実雇用率2＿13％、不足数0＿0人となっている。  

⑨京都教育大学においては、8月1日現在において、障害者の数5＿0人、実雇用率l．84％、不足数0＿0人となっている。  

⑲佐賀大学においては、9月1日現在において、障害者の数29．0人、実雇用率2＿21％、不足数0＿0人となっている。  

⑪国際協力銀行は、10月Ⅰ日より、株式会社日本政策金融公庫と独立行政法入国際協力機構にそれぞれ業務承継された。   

6注入の掲載順は、障害者の雇用の促進等に関する法律施行令別表第2による。  
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障害者に対する就労支援の推進  

～平成21年度障害者雇用施策朋係予算案のポイントー  

平 成 2 0 年1 2 月   

厚   生   労   働   省  

職業安定局 障害者雇用対策課  
職業能力開発局 能力開発課   



障害者雇用に関する状況をみると、平成19年度におけるハローワークの新規求職申込  

件数や就職件数が過去最高となるなど、障害者の就労意欲の一層の高まりがみられる。   

現在、障害者自立支援法の下、障害者がその能力や適性に応じて自立した日常生活や社  

会生活を営むことができるよう支援が進められ、特別支援教育により、障害のある生徒等  

の自立や社会参加iこ向けた主体的な取組への支援も実施されており、福祉、教育の分野に  

おけるこうした動向を踏まえ、障害者の希望や能力に応じて雇用の場を提供していく必要  

性が高まっている。   

こうした中、政府としては、「経済財政改革の基本方針2008」（平成20年6月27日間議  

決定）において「『新雇用戦略』の推進」の一環として、「『福祉から雇用へ』推進5か年  

計画」（平成19年12月26日策定）に基づき、その就労による自立を図ることとしており、  

12月19日に成立した中小企業における障害者雇用の促進等を内容とした改正障害者雇  

用促進法の施行により、障害者雇用に係る取組の充実を図ることとしている。   

また、今般の景気後退を背景とした障害者の雇用情勢の悪化が懸念されることから、安  

定的な障害者雇用の場を確保することや、地域における身近な雇用の場である中小企業に  

対して障害者の雇用支援を行うことが求められている。   

平成21年度においては、上記の状況を踏まえつつ、  

①中小企業等における障害者雇用促進のための重点的な支援  

②雇用、福祉、教育等の連携による地域の就労支援力の強化  

③障害特性に応じた支援策の充実・強化  

④障害者に対する職業能力開発支援の充実  

を主要な柱に掲げ、障害者に対する就労支援の充実を図ることとする。  

平成21年度予定額叫（16，了80）百互巴  

※括弧書きは前年度予算額   

Ⅰ 中小企業等における障害者雇用促進のための重点的な支援   

障害者雇用の経験のない中小企業が初めて障害者を雇用した場合に奨励金（100万円）  

を支給することにより、中小企業における障害者雇用の促進を図る（ 
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障害者を新たに雇用して特例子会社や重度障害者多数雇用事業所を設立した場合に  

助成金（10人以上雇用で2，000万円支給等）を支給することにより、安定的な障害者雇用  

の拡大を図る。  

3 事業協同組合等障害者雇用促進助成金（仮称）の創設（新規）  

15（ 0）百万円   

単独では障害者を雇用するだけの十分な仕事量を確保することが困難な場合が多い  

中小企業における障害者雇用を促進する観点から、複数の中′ト企業が事業協同組合等  

を活用して共同で障害者雇用を図る場合に、そのための取組に要した経費に対する助  

成を行う。  

4 中小企業における障害者雇用推進事業の実施（新規）  

予定額  250（ 0）百万円   

中′ト企業による障害者雇用の促進を図るため、中′ト企業事業主団体を通じて、事業  

協同組合等の活用も含めた障害者雇用に関して、中′j、企業事業主に対する相談や具体  

的なノウハウの提供等を全国的に推進する占  

5 特定求職者雇用開発助成金の中小企業事業主に対する助成の拡充  

※20年度2次補正において制度要求   

中小企業における障害者雇用の促進、安定を図るため、特定求職者雇用開発助成金  

について、中小企業に対する助成の拡充を図る。  

ヨ
ソ
 
 
 

（刀身体・知的障害者  90万円→135万円（助成期間1年6月  

（∋身体・知的障害者（重度又は45歳以上）、精神障害者  

160万円→240万円（助成期間2年  

（参①（Dのうち短時間労働者60万円→90万円（助成期間  月
 
 

6
 
 

廿
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Ⅱ 雇用、福祉、教育等の連携による地域の就労支援力の強化  

1ハローワークを中心とした地域の関係機関との連携による「チーム支援Jの推進  

予定額  620（674）百万円   

ハローワークが中心となって、地域の福祉施設、特別支援学校等の関係機関と連携  

した「障害者就労支援チーム」を編成し、就職から職場定着まで一貫した支援を行う  

「チーム支援」を推進するとともに、「就職ガイダンス」等の実施により、ハロー ワ  

ークのマッチング機能の向上を図る。  

2 雇用と福祉の連携による地域に密着した就労支援の実施  

予定額 3，392（2  509）百万円   

障害者の身近な地域において就業面及び生活面における一体的な相談・支援を行う  

「障害者就業・生活支援センター」について、 全障害保健福祉圏域への設置に向け、  

設置箇所数の拡充等を図る。  

（設置箇所数 205センター → 265センター）  

3 障害者試行雇用事業の推進  

［予定額 1，  072（1，0了2）  百万円   

事業主に障害者雇用のきっかけを提供するとともに、障害者に実践的な能力を取得さ  

せて常用雇用へ移行するため、短期間の試行雇用（トライアル雇用）を実施する。  

（対象者数 9，500人）  

4 地域における就労支援に係る助言、援助等の実施（新規）  

［予定額  113（ 0）百万円】   

地域障害者職業センタ」において、就労支援機関に対する助言・援助や就労支援を  

担う専門的な人材の育成等、地域における就労支援機能を強化するための体制整備を  

図る。  
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Ⅱ 障害特性に応じた支援策の充実・強化  

1 精神障害者の特性に応じた支援策の充実・強化  

473（290）百万円   予定額  

精神障害者の障害特性を踏まえ、一定程度の期間をかけて段階的に就業時間を延長  

しながら常用雇用を目指す［精神障害者ステップアップ雇用奨励金」の活用を促進す  

るとともに、「精神障害者就職サポーター」を配置し、ハローワークにおける精神障  

害者のカウンセリング機能の充実・強化を図る。  

2 精神障害者の雇用促進のためのモデル事業の実施（新規）  

190（ 0）百万円   予定額  

精神障害者雇用の意欲はあるもののそのノウハウが十分でない企業において、精神  

障害者の雇用を促進するため、精神障害者の障害特性に応じた職域開拓や支援体制の  

整備等に取り組むことにより、精神障害者の雇用及び職場定着のノウハウを構築する  

ためのモデル事業を実施する。  

3 医療税関等との連携による精神障害者の就労支援の推進  

（ 45）百万円   予定額  41  

医療機関等を利用している精神障害者を対象に、就職活動のノウハウ等を付与する  

ジョブガイダンスを実施し、医療から雇用への移行を促進する。  

4 うつ病等精神障害者の職場復帰のための総合支援事業（個別実践型リワークプロ   

グラム）の実施  

［予定額  446  （ 0）百万円   

精神障害者の職場復帰ニーズに対応するため、地域障害者職業センターにおける支  

援体制を強化し、うつ病等休職者の職場復帰支援の拡充を図る。  

（支援対象者数 710人 → 1，420人）  

－∠l－  
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5 発達障害者の特性に応じた支援策の充実・強化  

予定額   191  （ 97）百万円  

（1）若年コミュニケーション能力要支援者就職プログラムの推進  

」予定額 118（85） 
ハロー ワーークにおいて、発達障害等の要因によりコミュニケーション能力に困難   

を抱えている求職者について、土－ズや特性に応じた専門支援機関に誘導する等、   

きめ細かな就職支援を実施する。また、発達障害者向けの就労支援テクノロジー機   

器を配備する等、発達障害者に対する就労支援のための環境整備を図る。   

（2）発達障害者の就労支援者育成事業の推進⊥予定額 一12）百万円】  
発達障害者支援センターにおいて、医療、保健、福祉、教育等関係機関の発達障   

害者支援関係者に対する就労支援ノウハウの付与のための講習等を実施するととも   

に、発達障害者と支援者による体験交流会を開催する。   

（3）発達障害者の雇用促進のためのモデル事業の創設（新規）  

［予定額 64（ 0）百万円】  

発達障害者を雇用し、適切な雇用管理等を行った事業主に対する助成を行うこと   

により、発達障害者の就労を支援するとともに、その雇用管理上の課題等の把握を   

行う。  

6 難病のある人の雇用促進のためのモデル事業の創設（新規）  

［予定額  51（ 0）百万円］   

難病のある人を雇用し、適切な雇用管理等を行った事業主に対する助成を行うこと  

により、難病のある人の就労を支援するとともに、その雇用管理上の課題等の把握を  

行う。  

Ⅳ 障害者に対する職業能力開発支援の充実  

1 民間を活用した機動的かつ実践的な職業訓練の推進  

［予定額 1，912（1，800）百万円】   

企業、社会福祉法人等〃）多様な委託先を活用し、様々な障害の態様やニーズを踏ま  

えた訓練機会の充三夫を図るととヰ）に、特別支援学校と連携したより早い段階からの職  

業能力開発機会を拡充し、一・般就労に向けた切れ目のない支援を実施する。  
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また、在職障害者を対象として、職場定着や職種転換に伴い必要となる職業訓練を  

実施する。  

（対象者数 8，150人 → 9，550人）  

2 政令指定都市における職業能力開発推進基盤の強化  

予定額  216（217）百万円   

教育・福祉の実施主体である政令指定都市において、特別支援学校の生徒及び就労  

移行支援事業の利用者等の態様やニーズを踏まえた職業訓練を推進する「障害者職業  

能力開発プロモート事業」を実施する。  

（実施箇所数17か所）  

3 一般校を含めた公共職業能力開発施設における障害者職業訓練の推進  

予定額 4，048（4  023）百万円   

障害者職業能力開発校において、「職業訓練上特別な支援を要する障害者」に重点  

を置いた支援を実施するとともに、一般の職業能力開発校において知的障害者等を対  

象とした訓練コースの設置を促進し、身近な地域での職業訓練機会を拡充する。  

4 発達障害者に対する職業訓練の推進  

予定額  179（106）百万円  

一般の職業能力開発校における発達障害者対象の職業訓練コースを拡充する。  

（実施箇所数 6か所 → 10か所）  

ー6－   



今般の景気後退を受けた障害者雇用対策の充実  

1平成20年度第1次補正予算（10月16日成立）  

○ 中小企業に対する障害者雇入れ支援の拡充  
障害者を公共職業安定所等の紹介により雇い入れた中小企業事業主に対する助成の拡充（例：身体・知的   

障害者を雇い入れた事業主に対する助成期間を1年間から1年6ケ月に拡充）を行うことにより、障害者の雇用   
を促進する。  

0 ハローワークの機能強化による障害者の就職・職場定着支援  

ハローワークの就労支援機能を強化するため、障害者専門支援員を拡充（現行227名から297名）し、障害   

者に対して、関係機関と連携した「チーム支援」等によるきめ細かい職業相談、職業紹介等を通じた安定就職   
に向けての支援を行うとともに、就職後の職場定着指導等を徹底する。  

2 平成20年度第2次補正予算案（12月24日間議決定）  

○ 障害者雇用 の経験のない中小企業lこ対する奨励金の創設   
障害者雇用の経験のない中小企業（障害者の雇用義務制度の対象となる労働者数56～300人の中小企業）   

において、初めて雇用率制度の対象となるような障害者を雇用した場合に、奨励金（100万円）を支給すること   

により中小企業における障害者雇用の促進を図る。  

○ 障害者雇用の特例子会社等の設立促進助成金の創設   
障害者の安定的な雇用を確保するため、今般の景気悪化等により解雇・勧奨退職等を余儀なくされた障害者   

等を新たに雇用して、特例子会社や重度障害者多数雇用事業所を設立した事業主に対する助成金を創設する。   




